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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の論理回路と、第２の論理回路と、第１のスイッチと、第２のスイッチと、第１の
トランジスタと、第２のトランジスタと、第１の容量素子と、第２の容量素子と、を有し
、
　前記第１の論理回路の出力は、前記第２の論理回路の入力と電気的に接続され、
　前記第２の論理回路の出力は、前記第１の論理回路の入力と電気的に接続され、
　前記第１のスイッチの第１の端子は、第１のビット線と電気的に接続され、
　前記第１のスイッチの第２の端子は、前記第１の論理回路の出力と電気的に接続され、
　前記第２のスイッチの第１の端子は、第２のビット線と電気的に接続され、
　前記第２のスイッチの第２の端子は、前記第２の論理回路の出力と電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１の容量素子の第１の
電極と電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第１の論理回路の出力と
電気的に接続され、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第２の容量素子の第１の
電極と電気的に接続され、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第２の論理回路の出力と
電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタ及び前記第２のトランジスタは、酸化物半導体層にチャネル形



(2) JP 6174373 B2 2017.8.2

10

20

30

40

50

成領域を有し、
　前記第１の容量素子の第２の電極の電位及び前記第２の容量素子の第２の電極の電位を
下げた後に、前記第１のトランジスタ及び前記第２のトランジスタをオンにすることによ
り、前記第１の容量素子及び前記第２の容量素子にデータを退避させることを特徴とする
半導体装置。
【請求項２】
　第１のインバータ回路と、第２のインバータ回路と、第１のスイッチと、第２のスイッ
チと、第１のトランジスタと、第２のトランジスタと、第１の容量素子と、第２の容量素
子と、を有し、
　前記第１のインバータ回路の出力は、前記第２のインバータ回路の入力と電気的に接続
され、
　前記第２のインバータ回路の出力は、前記第１のインバータ回路の入力と電気的に接続
され、
　前記第１のスイッチの第１の端子は、第１のビット線と電気的に接続され、
　前記第１のスイッチの第２の端子は、前記第１のインバータ回路の出力と電気的に接続
され、
　前記第２のスイッチの第１の端子は、第２のビット線と電気的に接続され、
　前記第２のスイッチの第２の端子は、前記第２のインバータ回路の出力と電気的に接続
され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第１の容量素子の第１の
電極と電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第１のインバータ回路の
出力と電気的に接続され、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第２の容量素子の第１の
電極と電気的に接続され、
　前記第２のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第２のインバータ回路の
出力と電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタ及び前記第２のトランジスタは、酸化物半導体層にチャネル形
成領域を有し、
　前記第１の容量素子の第２の電極の電位及び前記第２の容量素子の第２の電極の電位を
下げた後に、前記第１のトランジスタ及び前記第２のトランジスタをオンにすることによ
り、前記第１の容量素子及び前記第２の容量素子にデータを退避させることを特徴とする
半導体装置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２において、
　前記第１のトランジスタ及び前記第２のトランジスタは、第１のゲート電極と、第２の
ゲート電極と、を有し、
　前記酸化物半導体層は、前記第１のゲート電極と前記第２のゲート電極との間の領域を
有し、
　前記第２のゲート電極は、絶縁層に埋め込まれていることを特徴とする半導体装置。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記第１のトランジスタ及び前記第２のトランジスタは、ソース電極と、ドレイン電極
と、を有し、
　前記ソース電極又は前記ドレイン電極は、前記絶縁層に埋め込まれている導電層と電気
的に接続されていることを特徴とする半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、記憶素子または該記憶素子を利用した記憶装置、及びその作製方法並びに駆動
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方法に関する。また、該記憶素子または該記憶装置を有する信号処理回路に関する。また
、該記憶素子または該記憶装置を有する半導体装置に関する。
【０００２】
なお、本明細書等において半導体装置とは、半導体特性を利用することで機能しうる装置
全般を指し、例えば、電気光学装置、表示装置、記憶装置、信号処理回路、半導体回路及
び電子機器は全て半導体装置である。
【背景技術】
【０００３】
近年、パーソナルコンピュータ、携帯電話等の電子機器の普及に伴い、電子機器の高性能
化の要求が高まっている。このような電子機器の高性能化を実現するためには、メモリの
高性能化、インターフェイスの高速化、外部機器の処理性能の向上などが挙げられるが、
とりわけメモリの高性能化が求められている。
【０００４】
ここでいうメモリ（記憶装置）とは、データやプログラムを記憶するためのメインメモリ
の他に、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等の信号処理回路
に含まれるレジスタやキャッシュメモリなども含まれる。レジスタは、演算処理やプログ
ラムの実行状態の保持などのために一時的にデータを保持するために設けられている。ま
た、キャッシュメモリは、演算回路とメインメモリとの間に介在し、低速なメインメモリ
へのアクセスを減らして演算処理を高速に行うために設けられている。レジスタやキャッ
シュメモリ等の記憶装置は、メインメモリよりも高速でデータの書き込みを行う必要があ
る。よって、通常は、レジスタとしてフリップフロップが、キャッシュメモリとしてＳＲ
ＡＭ（Ｓｔａｔｉｃ　Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）等の揮発性の記憶回
路が用いられる。
【０００５】
ところで、消費電力を抑えるため、データの入出力が行われない期間において信号処理回
路への電源供給を一時的に停止するという方法が提案されている。その方法では、レジス
タ、キャッシュメモリ等の揮発性の記憶回路の周辺に不揮発性の記憶回路を配置し、上記
データをその不揮発性の記憶回路に一時的に記憶させる。こうして、信号処理回路におい
て電源供給を停止する間も、レジスタ、キャッシュメモリ等に記憶されたデータ信号は保
持される（例えば、特許文献１参照）。
【０００６】
また、信号処理回路において長時間の電源供給停止を行う際には、電源供給停止の前に、
揮発性の記憶回路内のデータをハードディスク、フラッシュメモリ等の外部の記憶装置に
移すことで、データの消失を防ぐこともできる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１０－０７８８３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
特許文献１に開示されたような信号処理回路において、電源の供給を停止する間、外部の
記憶装置に揮発性の記憶回路のデータを記憶させる方法では、電源の供給を再開した後、
外部の記憶装置から揮発性の記憶回路にデータを戻すための時間を要する。よって、この
ような信号処理回路は、消費電力の低減を目的とした短時間の電源の供給停止には適さな
い。
【０００９】
上述の課題に鑑み、本発明の一態様は、電源の供給を停止しても、記憶している論理状態
が消えない記憶素子または該記憶素子を利用した記憶装置を提供することを目的の一つと
する。
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【００１０】
本発明の一態様は、短時間の電源の供給の停止を容易とした記憶素子または該記憶素子を
利用した記憶装置を提供することを目的の一つとする。
【００１１】
また、上記記憶素子または上記記憶装置を用いることにより、消費電力が低減された半導
体装置を提供することを目的の一とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
本発明の一態様に係る記憶素子は、論理回路と、記憶回路を有する。また、記憶回路はト
ランジスタと容量素子を有する。
【００１３】
非選択状態の論理回路が有する論理値を記憶回路に保持し、非選択状態の論理回路の電源
の供給を停止することで、記憶素子の電力消費を低減することができる。
【００１４】
なお、本明細書における「電源の供給を停止する」とは、電源から電力を半導体装置に供
給するための配線の一部または全部を電気的に遮断して、電源から当該半導体装置へ電力
供給が行われない状態とする場合に限らず、電源から電力を半導体装置へ供給するための
全ての配線を実質的に同電位として、当該半導体装置になんらかの信号が入力されても、
実質的に電力消費が生じない状態とする場合も含む。
【００１５】
本発明の一態様は、第１のノードと第２のノードに異なる電位を保持する論理回路と、第
１のトランジスタ及び第１の容量素子を有する第１の記憶回路と、第２のトランジスタ及
び第２の容量素子を有する第２の記憶回路と、を有し、第１のトランジスタのソースまた
はドレインの一方は第１のノードに接続され、第１のトランジスタのソースまたはドレイ
ンの他方と第１の容量素子の一方の電極は第３のノードに接続され、第２のトランジスタ
のソースまたはドレインの一方は第２のノードに接続され、第２のトランジスタのソース
またはドレインの他方と第２の容量素子の一方の電極は第４のノードに接続され、第１の
トランジスタのゲートと第２のトランジスタのゲートは第１の配線に接続され、第１の容
量素子の他方の電極と第２の容量素子の他方の電極は第２の配線に接続されることを特徴
とする記憶素子である。
【００１６】
また、第１の期間において、第１の配線に第１のトランジスタと第２のトランジスタをオ
ン状態とする電位を供給し、第３のノードに第１のノードの電位を供給し、第４のノード
に第２のノードの電位を供給し、第２の配線に第１のバイアス電位を供給し、第２の期間
において、第１の配線に第１のトランジスタと第２のトランジスタをオフ状態とする電位
を供給した後に、第２の配線に第２のバイアス電位を供給し、第３の期間において、論理
回路への電源の供給を停止することを特徴とする。
【００１７】
また、第１のバイアス電位は、第２のバイアス電位よりも低い電位とすることが好ましい
。
【００１８】
第１のノードの電位を第３のノードに供給する際に、第１の容量素子の他方の電極の電位
を第１のバイアス電位としておき、第１のトランジスタをオフ状態とした後に、第１の容
量素子の他方の電極の電位を第２のバイアス電位とすることで、第３のノードに保持され
た電位（電荷）が、第１のノードに漏れ出す現象を抑制することができる。よって、第１
の記憶回路に書き込まれた情報を、長期間保持することが可能となる。
【００１９】
第２のノードの電位を第４のノードに供給する際に、第２の容量素子の他方の電極の電位
を第１のバイアス電位としておき、第２のトランジスタをオフ状態とした後に、第２の容
量素子の他方の電極の電位を第２のバイアス電位とすることで、第４のノードに保持され
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た電位（電荷）が、第２のノードに漏れ出す現象を抑制することができる。よって、第２
の記憶回路に書き込まれた情報を、長期間保持することが可能となる。
【００２０】
すなわち、第１の記憶回路が有する第３のノードと、第２の記憶回路が有する第４のノー
ドの電位差を長期間保持することが可能となる。記憶回路に保持されたデータを論理回路
に戻すときに、記憶回路中の第３のノードと第４のノードの電位差が小さいと、論理回路
へのデータの復帰がされにくくなるが、本発明の一態様によれば、電源供給停止前に記憶
回路に書き込まれたデータを確実に論理回路へ戻すことを可能とし、記憶素子の信頼性を
高めることができる。
【００２１】
本発明の一態様は、第２の配線に第２のバイアス電位が供給され、論理回路への電源の供
給が停止されている状態で、第４の期間において、第２の配線に第３のバイアス電位を供
給した後、第１の配線に第１のトランジスタと第２のトランジスタをオン状態とする電位
を供給し、第１のノードに第３のノードの電位を供給し、第２のノードに第４のノードの
電位を供給し、第５の期間において、論理回路の電源の供給を開始することを特徴とする
。
【００２２】
記憶回路が有するトランジスタのチャネルが形成される半導体層には、酸化物半導体を用
いることが好ましい。また、第１のバイアス電位は、第２のバイアス電位よりも低い電位
であり、第２のバイアス電位は第３のバイアス電位よりも低い電位であることが好ましい
。
【００２３】
また、第４の期間の前に、第１のノードと第２のノードにプリチャージ電位を供給する期
間を設けることが好ましい。言い換えると、第４の期間で前記第１のトランジスタと前記
第２のトランジスタをオン状態とする前に、第１のノードと第２のノードにプリチャージ
電位を供給することが好ましい。プリチャージ電位に特に限定はないが、例えば、論理回
路の電源として後にＶＤＤとＶＳＳを供給する場合は、ＶＤＤとＶＳＳの中間の電位（（
ＶＤＤ＋ＶＳＳ）／２）とすることが好ましい。
【００２４】
また、第１の記憶回路が有する第１のトランジスタは、エンハンスメント型のトランジス
タであることが好ましい。また、第２の記憶回路が有する第２のトランジスタは、エンハ
ンスメント型のトランジスタであることが好ましい。
【００２５】
また、本発明の一態様に係る記憶素子は、電源の供給を停止する動作、及び電源の供給を
再開する動作が速いため、短時間の電源の供給停止も容易に行うことができる。よって、
該記憶素子を用いた半導体装置の消費電力を効率よく低減することができる。
【発明の効果】
【００２６】
本発明の一態様により、電源の供給を停止しても記憶している論理状態が消えない記憶素
子または該記憶素子を利用した記憶装置を提供することができる。
【００２７】
本発明の一態様により、記憶素子の電源の供給を停止する動作を速くする駆動方法を提供
することができる。また、記憶素子の電源の供給を再開する動作を速くする駆動方法を提
供することができる。よって、短時間の電源の供給の停止を容易とした記憶素子または該
記憶素子を利用した記憶装置を提供することができる。
【００２８】
上記記憶素子または上記記憶装置を用いることにより、消費電力が低減された半導体装置
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】



(6) JP 6174373 B2 2017.8.2

10

20

30

40

50

【図１】記憶装置の回路図。
【図２】記憶装置の動作を示すタイミングチャート。
【図３】記憶装置の動作を示すタイミングチャート。
【図４】記憶装置の動作を示すタイミングチャート。
【図５】トランジスタの電気特性を説明する図。
【図６】メモリセルアレイの回路図。
【図７】メモリセルアレイの回路図。
【図８】記憶装置の作製方法を示す図。
【図９】記憶装置の作製方法を示す図。
【図１０】記憶装置の作製方法を示す図。
【図１１】記憶装置の作製方法を示す図。
【図１２】トランジスタの構成を説明する断面図。
【図１３】信号処理装置を説明する図。
【図１４】電子機器を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
以下では、実施の形態について図面を用いて詳細に説明する。ただし、本発明は以下の説
明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様
々に変更し得ることは、当業者であれば容易に理解される。したがって、本発明は、以下
に示す実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００３１】
なお、「ソース」や「ドレイン」の機能は、異なる極性のトランジスタを採用する場合や
、回路動作において電流の方向が変化する場合などには入れかわることがある。このため
、本明細書においては、「ソース」や「ドレイン」の用語は、入れかえて用いることがで
きるものとする。
【００３２】
また、電圧は、ある電位と基準の電位（例えばグラウンド電位）との電位差のことを示す
場合が多い。よって、本明細書において、電圧、電位、電位差を、各々、電位、電圧、電
圧差と言い換えることが可能である。
【００３３】
「上」や「下」の用語は、構成要素の位置関係が「直上」または「直下」であることを限
定するものではない。例えば、「ゲート絶縁層上のゲート電極」の表現であれば、ゲート
絶縁層とゲート電極との間に他の構成要素を含むものを除外しない。
【００３４】
図面等において示す各構成の、位置、大きさ、範囲などは、理解の簡単のため、実際の位
置、大きさ、範囲などを表していない場合がある。このため、開示する発明は、必ずしも
、図面等に開示された位置、大きさ、範囲などに限定されない。
【００３５】
「第１」、「第２」、「第３」などの序数詞は、構成要素の混同を避けるために付すもの
である。
【００３６】
（実施の形態１）
本発明の一態様に係る記憶素子１１０について、図１を参照して説明する。図１（Ａ）及
び図１（Ｂ）は、記憶素子１１０の回路構成を示す回路図である。図１（Ａ）は、図１（
Ｂ）の一部を論理記号に置き換えて示している。なお、回路図においては、酸化物半導体
を用いたトランジスタであることを示すために、ＯＳの符号（Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏ
ｎｄｕｃｔｏｒの略）を併記する場合がある。
【００３７】
図１に示す記憶素子１１０は、論理回路１０１、記憶回路１０２、記憶回路１０３、スイ
ッチ１０６、及びスイッチ１０７を有する。また、論理回路１０１は、第１のインバータ
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回路１０４と、第２のインバータ回路１０５を有する。第１のインバータ回路１０４は、
ｐチャネル型のトランジスタ１１１と、ｎチャネル型のトランジスタ１１３を含んで構成
され、第２のインバータ回路１０５は、ｐチャネル型のトランジスタ１１２と、ｎチャネ
ル型のトランジスタ１１４を含んで構成される。
【００３８】
本実施の形態に例示する論理回路１０１は、第１のインバータ回路１０４の出力信号を第
２のインバータ回路１０５に入力し、第２のインバータ回路１０５の出力信号を第１のイ
ンバータ回路１０４に入力して、２つの安定状態をもつフリップフロップとして機能する
。
【００３９】
第１のインバータ回路１０４の出力端子と、第２のインバータ回路１０５の入力端子が電
気的に接続される節点をノードＯとし、第１のインバータ回路の入力端子と、第２のイン
バータ回路の出力端子が電気的に接続される節点をノードＰとする。また、トランジスタ
１１３のソースまたはドレインの一方と、トランジスタ１１４のソースまたはドレインの
一方が電気的に接続される節点をノードＱとし、トランジスタ１１１のソースまたはドレ
インの一方と、トランジスタ１１２のソースまたはドレインの一方が電気的に接続される
節点をノードＲとする。また、ノードＱには、第２の電位Ｖ２が入力され、ノードＲには
、第３の電位Ｖ３が入力される。
【００４０】
例えば、第２の電位Ｖ２として低電位側電源電位である電位ＶＳＳ（以下、単に「ＶＳＳ
」ともいう）を入力し、第３の電位Ｖ３として高電位側電源電位である電位ＶＤＤ（以下
、単に「ＶＤＤ」ともいう）を入力すればよい。また、接地電位をＶＤＤまたはＶＳＳと
して用いることもできる。例えばＶＤＤが接地電位の場合には、ＶＳＳは接地電位より低
い電位であり、ＶＳＳが接地電位の場合には、ＶＤＤは接地電位より高い電位である。
【００４１】
スイッチ１０６は、トランジスタ１２３で構成される。スイッチ１０６の第１の端子は、
トランジスタ１２３のソースまたはドレインの一方に相当し、第２の端子は、トランジス
タ１２３のソースまたはドレインの他方に相当し、第３の端子（図示せず）は、トランジ
スタ１２３のゲートに相当する。スイッチ１０６の第１の端子は、論理回路１０１のノー
ドＯと接続される。また、スイッチ１０６の第２の端子には、データＤが入力される。
【００４２】
スイッチ１０７は、トランジスタ１２４で構成される。スイッチ１０７の第１の端子は、
トランジスタ１２４のソースまたはドレインの一方に相当し、第２の端子は、トランジス
タ１２４のソースまたはドレインの他方に相当し、第３の端子（図示せず）は、トランジ
スタ１２４のゲートに相当する。スイッチ１０７の第１の端子は、論理回路１０１のノー
ドＰと接続される。また、スイッチ１０７の第２の端子には、データＤＢが入力される。
【００４３】
本実施の形態では、スイッチ１０６及びスイッチ１０７として、ｎチャネル型トランジス
タを用いる場合について説明するが、スイッチ１０６及びスイッチ１０７のどちらか一方
または両方にｐチャネル型トランジスタを用いてもよい。また、スイッチ１０６及びスイ
ッチ１０７は、それぞれにｎチャネル型トランジスタとｐチャネル型トランジスタとを組
み合わせて用いてもよい。例えば、スイッチ１０６に、ｎチャネル型トランジスタとｐチ
ャネル型トランジスタを組み合わせたアナログスイッチを適用してもよい。スイッチ１０
７も同様である。
【００４４】
また、スイッチ１０６の第３の端子及びスイッチ１０７の第３の端子には、制御信号Ｓ１
が入力される。スイッチ１０６の第３の端子に入力される制御信号Ｓ１によって、スイッ
チ１０６の第１の端子と第２の端子の間の導通または非導通（トランジスタ１２３のオン
状態またはオフ状態）が選択される。同様に、スイッチ１０７の第３の端子に入力される
制御信号Ｓ１によって、スイッチ１０７の第１の端子と第２の端子の間の導通または非導
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通（トランジスタ１２４のオン状態またはオフ状態）が選択される。
【００４５】
記憶回路１０２は、トランジスタ１１５及び容量素子１１６を有する。ここで、トランジ
スタ１１５のソースまたはドレインの一方は、論理回路１０１のノードＰと接続され、ト
ランジスタ１１５のソースまたはドレインの他方は、容量素子１１６が有する一対の電極
のうち、一方の電極と接続される。また、トランジスタ１１５と容量素子１１６の節点を
ノードＭとする。
【００４６】
記憶回路１０３は、トランジスタ１１７及び容量素子１１８を有する。ここで、トランジ
スタ１１７のソースまたはドレインの一方は、論理回路１０１のノードＯと接続され、ト
ランジスタ１１７のソースまたはドレインの他方は、容量素子１１８が有する一対の電極
のうち、一方の電極と接続される。また、トランジスタ１１７及び容量素子１１８の節点
をノードＮとする。
【００４７】
また、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７のゲートには、制御信号Ｓ２が入力さ
れる。また、容量素子１１６及び容量素子１１８がそれぞれ有する一対の電極のうち、他
方の電極には第４の電位Ｖ４が入力される。
【００４８】
トランジスタ１１５のゲートに入力される制御信号Ｓ２によって、トランジスタ１１５の
ソースとドレイン間の導通または非導通（トランジスタ１１５のオン状態またはオフ状態
）が選択される。同様に、トランジスタ１１７のゲートに入力される制御信号Ｓ２によっ
て、トランジスタ１１７のソースとドレイン間の導通または非導通（トランジスタ１１７
のオン状態またはオフ状態）が選択される。
【００４９】
ここで、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７は、オフ電流が低いことが好ましい
。具体的に、チャネル幅１μｍあたりのオフ電流を、１００ｚＡ以下、好ましくは１０ｚ
Ａ以下とすることが好ましい。オフ電流が低いトランジスタとして、シリコンのバンドギ
ャップよりも大きい半導体でなる層や基板中にチャネルが形成されるトランジスタを用い
ることが好ましい。バンドギャップが２ｅＶ以上、好ましくは２．５ｅＶ以上、より好ま
しくは３ｅＶ以上である半導体として、例えば、酸化物半導体が挙げられる。チャネルが
酸化物半導体に形成されるトランジスタはオフ電流が極めて小さいという特徴を有してい
る。
【００５０】
本実施の形態では、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７として、チャネルが酸化
物半導体に形成されるトランジスタを用いる。トランジスタ１１５に、チャネルが酸化物
半導体に形成されるトランジスタを用いることにより、トランジスタ１１５がオフ状態で
ある場合、ノードＭの電位を長期間にわたり保持することが可能となる。同様に、トラン
ジスタ１１７に、チャネルが酸化物半導体に形成されるトランジスタを用いることにより
、トランジスタ１１７がオフ状態である場合、ノードＮの電位を長期間にわたり保持する
ことが可能となる。
【００５１】
また、酸化物半導体材料として、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物を用いると、トランジスタの
電界効果移動度を、３０ｃｍ２／Ｖｓｅｃ以上、好ましくは４０ｃｍ２／Ｖｓｅｃ以上、
より好ましくは６０ｃｍ２／Ｖｓｅｃ以上とすることができるため、記憶回路１０２及び
記憶回路１０３を高速動作させることが可能となる。
【００５２】
本実施の形態では、トランジスタ１１１、トランジスタ１１２を、ｐチャネル型トランジ
スタとし、トランジスタ１１３、トランジスタ１１４、トランジスタ１１５、トランジス
タ１１７、トランジスタ１２３、トランジスタ１２４を、ｎチャネル型トランジスタとし
て説明するが、これに限定されず、トランジスタの導電型は適宜設定することができる。
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【００５３】
〈記憶素子の駆動方法〉
次に、図１に示す記憶素子１１０の駆動方法の一について、図２乃至図４に示すタイミン
グチャートを参照して説明する。なお、記憶素子１１０を用いて構成される記憶装置１０
０の主電源電位を第１の電位Ｖ１とする。
【００５４】
図２乃至図４に示すタイミングチャートにおいて、Ｖ１は第１の電位Ｖ１であり、Ｖ２は
第２の電位Ｖ２であり、Ｖ３は第３の電位Ｖ３であり、Ｖ４は第４の電位Ｖ４であり、Ｓ
１は制御信号Ｓ１の電位であり、Ｓ２は制御信号Ｓ２の電位であり、Ｏは論理回路１０１
のノードＯの電位であり、Ｐは論理回路１０１のノードＰの電位であり、ＱはノードＱの
電位であり、ＲはノードＲの電位であり、ＭはノードＭの電位であり、ＮはノードＮの電
位であり、ＤはデータＤの電位であり、ＤＢはデータＤＢの電位である。
【００５５】
本実施の形態では、データＤとして論理回路１０１にハイレベル電位を与え、データＤＢ
として論理回路１０１にローレベル電位を与える場合について説明するが、データＤとし
て論理回路１０１にローレベル電位を与え、データＤＢとして論理回路１０１にハイレベ
ル電位を与えることもできる。
【００５６】
また、本実施の形態では、データＤまたはデータＤＢとして論理回路１０１に与えるハイ
レベル電位をＶＤＤとし、ローレベル電位をＶＳＳとする。なお、ハイレベル電位はロー
レベル電位よりも高い電位のことを示し、必ずしもＶＤＤに限定されるものではない。ま
た、ローレベル電位はハイレベル電位よりも低い電位のことを示し、必ずしもＶＳＳに限
定されるものではない。
【００５７】
また、本実施の形態では、プリチャージ電位ＶＰＲＥをＶＤＤとＶＳＳの中間の電位（（
ＶＤＤ＋ＶＳＳ）／２）として説明するが、必ずしもこれに限定されない。例えば、プリ
チャージ電位ＶＰＲＥを、ＶＳＳ以上ＶＤＤ以下の電位としても構わない。また、プリチ
ャージ電位ＶＰＲＥを、ＶＳＳより低い電位、またはＶＤＤより高い電位としてもよい。
【００５８】
期間７０１は、論理回路１０１にデータを書き込む期間である。第１の電位Ｖ１としてＶ
ＤＤが供給され、第２の電位Ｖ２としてＶＳＳが供給され、第３の電位Ｖ３としてＶＤＤ
が供給された状態で、制御信号Ｓ１としてハイレベル電位Ｓ１Ｈを供給する（図２参照）
。
【００５９】
ハイレベル電位Ｓ１Ｈは、トランジスタ１２３及びトランジスタ１２４をオン状態とする
ための電位である。本実施の形態では、トランジスタ１２３及びトランジスタ１２４はｎ
チャネル型トランジスタであるため、ハイレベル電位Ｓ１Ｈは、トランジスタ１２３及び
トランジスタ１２４のしきい値電圧Ｖｔｈ（以下、単に「Ｖｔｈ」ともいう。）よりも十
分に高い電位とすればよい。例えば、ハイレベル電位Ｓ１ＨをＶＤＤとしてもよい。
【００６０】
なお、ローレベル電位Ｓ１Ｌは、トランジスタ１２３及びトランジスタ１２４をオフ状態
とするための電位である。本実施の形態では、トランジスタ１２３及びトランジスタ１２
４はｎチャネル型トランジスタであるため、ローレベル電位Ｓ１Ｌは、トランジスタ１２
３及びトランジスタ１２４のＶｔｈよりも十分に低い電位とすればよい。例えば、ローレ
ベル電位Ｓ１ＬをＶＳＳとしてもよい。
【００６１】
制御信号Ｓ１にハイレベル電位Ｓ１Ｈが供給されると、スイッチ１０６の第１の端子及び
第２の端子が導通状態となり、データＤの電位がノードＯに供給される。また、スイッチ
１０７の第１の端子及び第２の端子が導通状態となり、データＤＢの電位がノードＰに供
給される。この時、ＶＤＤを供給するデータＤの電位とハイレベル電位Ｓ１Ｈの電位差が
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Ｖｔｈよりも小さいと、ノードＯにＶＤＤよりも低い電位が供給される場合がある。ただ
し、ノードＰにＶＳＳが供給されると、第１のインバータ回路１０４からＶＤＤが出力さ
れるため、ノードＯの電位はすぐにＶＤＤとなる。
【００６２】
上記第１のインバータ回路１０４の動作は次のように説明できる。第１のインバータ回路
１０４の入力端子（ノードＰ）にＶＳＳが供給されると、ｐチャネル型のトランジスタ１
１１とｎチャネル型のトランジスタ１１３のゲートにもＶＳＳが供給される。この時、ト
ランジスタ１１３のソースと同電位であるノードＱの電位はＶＳＳであるため、トランジ
スタ１１３のゲートソース間に電位差が生じず、トランジスタ１１３はオフ状態となる。
また、トランジスタ１１１のソースと同電位であるノードＲの電位はＶＤＤであるため、
相対的にトランジスタ１１１のゲートに負の電圧が印加されることとなり、トランジスタ
１１１がオン状態となる。よって、ノードＲとノードＯが導通し、第１のインバータ回路
１０４からＶＤＤが出力される。なお、第１のインバータ回路１０４の入力端子にＶＤＤ
が供給されると、トランジスタ１１１がオフ状態となり、トランジスタ１１３がオン状態
となり、ＶＳＳが出力される。また、第２のインバータ回路１０５の動作も、第１のイン
バータ回路１０４と同様に説明することが可能である。
【００６３】
また、期間７０１において、制御信号Ｓ２はハイレベル電位Ｓ２Ｈでもよいし、ローレベ
ル電位Ｓ２Ｌでもよい。
【００６４】
ハイレベル電位Ｓ２Ｈは、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７をオン状態とする
ための電位である。本実施の形態では、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７はｎ
チャネル型トランジスタであるため、ハイレベル電位Ｓ２Ｈは、トランジスタ１１５及び
トランジスタ１１７のＶｔｈよりも十分に高い電位とすればよい。また、ハイレベル電位
Ｓ２Ｈは、ノードＯまたはノードＰに供給されるハイレベル電位に、トランジスタ１１７
のＶｔｈまたはトランジスタ１１５のＶｔｈのうち、高いほうのＶｔｈを加算した電位以
上とすることが好ましい
【００６５】
ローレベル電位Ｓ２Ｌは、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７をオフ状態とする
ための電位である。本実施の形態では、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７はｎ
チャネル型トランジスタであるため、ローレベル電位Ｓ２Ｌは、トランジスタ１１５及び
トランジスタ１１７のＶｔｈよりも十分に低い電位とすればよい。本実施の形態では、ロ
ーレベル電位Ｓ２ＬをＶＳＳとする。
【００６６】
ただし、期間７０１は論理回路１０１へデータを書き込む期間であり、また、論理回路１
０１が保持しているデータを書き換える期間でもある。このような期間は高速動作が要求
される。記憶素子１１０に制御信号Ｓ２としてハイレベル電位Ｓ２Ｈを供給すると、記憶
回路１０２と記憶回路１０３にもデータＤ及びデータＤＢの電位（ノードＯ及びノードＰ
の電位）が供給されるため、書き込み動作が遅くなり、消費電力も増加する。よって、期
間７０１では制御信号Ｓ２としてローレベル電位Ｓ２Ｌを供給し、記憶回路１０２と記憶
回路１０３に電位が供給されないようにすることが好ましい。本実施の形態では、期間７
０１中の制御信号Ｓ２をローレベル電位Ｓ２Ｌとする。
【００６７】
なお、期間７０１中の第４の電位Ｖ４はどのような電位でも構わない。図２では、期間７
０１中の第４の電位Ｖ４をＶＳＳとして示している。
【００６８】
期間７０２は、論理回路１０１に書き込まれたデータをノードＯ及びノードＰに保持する
期間である。データの保持は、制御信号Ｓ１としてローレベル電位Ｓ１Ｌをトランジスタ
１２３のゲートとトランジスタ１２４のゲートに供給し、トランジスタ１２３とトランジ
スタ１２４をオフ状態とすることにより行う。トランジスタ１２３がオフ状態になると、
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スイッチ１０６の第１の端子及び第２の端子が非導通状態となる。また、トランジスタ１
２４がオフ状態になると、スイッチ１０７の第１の端子及び第２の端子が非導通状態とな
る（図２参照）。
【００６９】
期間７０２では、論理回路１０１に電源が供給されたままノードＯ及びノードＰにデータ
が保持される。このため、論理回路１０１に保持するデータの書き換えや、論理回路１０
１に保持されているデータの読み出しが必要となった場合に、それらの動作を迅速に行う
ことができる。
【００７０】
期間７０３は、論理回路１０１への電源供給を停止する前に、ノードＯ及びノードＰに書
き込まれたデータを、記憶回路１０３及び記憶回路１０２に退避させる期間である。期間
７０３では、制御信号Ｓ２としてハイレベル電位Ｓ２Ｈをトランジスタ１１７及びトラン
ジスタ１１５のゲートに与えることにより、トランジスタ１１７及びトランジスタ１１５
をオン状態とする。これにより、論理回路１０１のノードＯ及びノードＰに保持されたデ
ータが、ノードＮ及びノードＭにそれぞれ与えられる。なお、第４の電位Ｖ４としては、
ハイレベル電位Ｖ４Ｈ、ローレベル電位Ｖ４Ｌ、又はＶＳＳを供給する（図２参照）。
【００７１】
ハイレベル電位Ｖ４ＨはＶＳＳよりも高い電位のことを示し、ローレベル電位Ｖ４ＬはＶ
ＳＳよりも低い電位のことを示す。また、ハイレベル電位Ｖ４Ｈは、ＶＳＳにトランジス
タ１１７のＶｔｈまたはトランジスタ１１５のＶｔｈのうち、大きい方のＶｔｈを加算し
た電位以上とすることが好ましい。また、ローレベル電位Ｖ４Ｌは、ＶＳＳからトランジ
スタ１１７のＶｔｈまたはトランジスタ１１５のＶｔｈのうち、大きい方のＶｔｈを減算
した電位とすることが好ましい。
【００７２】
本実施の形態では、第４の電位Ｖ４としてローレベル電位Ｖ４Ｌを供給する。また、ロー
レベル電位Ｖ４Ｌは、ハイレベル電位Ｓ２Ｈを供給する前に供給することが好ましい。ハ
イレベル電位Ｓ２Ｈを供給する前にローレベル電位Ｖ４Ｌを供給すると、ノードＮ及びノ
ードＭの電位をそれぞれノードＯ及びノードＰよりも低くすることが可能となる。よって
、ノードＯとノードＮの電位差及びノードＰとノードＭの電位差が大きくなり、ノードＮ
及びノードＭへのデータの書き込みを迅速に行うことができる。
【００７３】
本実施の形態では、ノードＭにＶＤＤが書き込まれ、ノードＮにＶＳＳが書き込まれる。
【００７４】
また、期間７０３を、期間７０２と同時に行っても構わない。論理回路１０１に書き込ま
れたデータをノードＯ及びノードＰに保持する期間７０２中に、ノードＯ及びノードＰに
保持されたデータを記憶回路１０３及び記憶回路１０２に退避させる動作を行うことで、
実質的に期間７０３を省略することができ、記憶素子１１０の動作速度を高めることがで
きる。
【００７５】
期間７０４は、記憶回路１０３及び記憶回路１０２に書き込まれたデータを保持するため
の動作を行う期間である。期間７０４では、制御信号Ｓ２としてローレベル電位Ｓ２Ｌを
トランジスタ１１７及びトランジスタ１１５のゲートに与えることにより、トランジスタ
１１７及びトランジスタ１１５をオフ状態とし、その後、ノードＭまたはノードＮの電位
変化を防ぐため、第４の電位Ｖ４をＶＳＳとする（図２参照）。
【００７６】
ここで、期間７０４の動作について、図４及び図５を用いて詳述しておく。図４（Ａ１）
は、期間７０４で制御信号Ｓ２をローレベル電位Ｓ２Ｌとした後に、第４の電位Ｖ４をロ
ーレベル電位Ｖ４Ｌのままとした場合のタイミングチャートであり、図４（Ａ２）は、図
４（Ａ１）中の部位７２１として示した領域の、ノードＭとノードＮの電位変化を示した
図である。図４（Ｂ１）は、期間７０４で制御信号Ｓ２をローレベル電位Ｓ２Ｌとした後



(12) JP 6174373 B2 2017.8.2

10

20

30

40

に、第４の電位Ｖ４をＶＳＳとした場合のタイミングチャートであり、図４（Ｂ２）は、
図４（Ｂ１）中の部位７２２として示した領域の、ノードＭとノードＮの電位変化を示し
た図である。また、図４（Ａ１）及び図４（Ｂ１）に示す「Ｖｔｈ」は、トランジスタ１
１５及びトランジスタ１１７のＶｔｈを示している。なお、説明を簡単にするため、トラ
ンジスタ１１５とトランジスタ１１７のＶｔｈは等しいものとする。
【００７７】
図５は、電界効果型トランジスタの電気特性について説明する図である。図５では、ｎチ
ャネル型のトランジスタ３３０を例示して説明しておく。図５（Ａ）に、トランジスタ３
３０の回路記号を示す。一般に、電界効果型トランジスタは、ゲートＧ、ソースＳ、ドレ
インＤの３つの端子を有し、ゲートＧに印加する電圧によりソースＳとドレインＤ間の導
通、非導通を制御することができる。
【００７８】
図５（Ｂ）は、トランジスタ３３０のソースＳを基準としたゲートＧとソースＳ間の電圧
（以下、「Ｖｇｓ」ともいう。）を変化させた時の、ソースＳとドレインＤ間に流れる電
流（以下、「Ｉｄｓ」ともいう。）の変化を示している。図５（Ｂ）の横軸は、Ｖｇｓの
変化を示し、縦軸はＩｄｓの変化を対数軸で示している。曲線３３１はＶｇｓとＩｄｓの
関係を示す曲線であり、一般に、「Ｖ－Ｉ曲線」や、「Ｖｇ－Ｉｄ曲線」などとも呼ばれ
る。なお、曲線３３１は、エンハンスメント型（ノーマリーオフ型）のトランジスタのＶ
ｇ－Ｉｄ曲線を例示している。
【００７９】
ｎチャネル型のトランジスタ３３０は、ＶｇｓがＶｔｈを超えると、急激にＩｄｓが増加
する。また、ＶｇｓがＶｔｈを下回ると、Ｉｄｓが急激に減少し（図５（Ｂ）の縦軸は対
数軸であることに留意。）、Ｖｇｓが０Ｖ以下になるとＩｄｓがほとんど流れなくなる。
よって、Ｖｔｈを境界として、ソースＳとドレインＤ間の導通（トランジスタのオン状態
）、非導通（トランジスタのオフ状態）を制御することができる。
【００８０】
ただし、図５（Ｂ）に例示するように、ＶｇｓがＶｔｈより小さくても、Ｖｇｓが０Ｖ以
下であるときのＩｄｓよりも多くのＩｄｓが流れる領域が存在する。一般に、この領域は
「サブスレッショルド領域」と呼ばれる。
【００８１】
なお、ｐチャネル型のトランジスタのＶｇ－Ｉｄ曲線は、横軸の０Ｖを通る縦軸を中心軸
として、曲線３３１の左右を反転させて示すことができる。
【００８２】
期間７０４において、制御信号Ｓ２の電位をハイレベル電位Ｓ２Ｈからローレベル電位Ｓ
２Ｌに変化させる。この時、制御信号Ｓ２の電位がＶｔｈより大きい間（期間７０４ａ）
は、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７がオン状態であるため、ノードＭ及びノ
ードＮに電位が供給されるが、制御信号Ｓ２の電位が、Ｖｔｈより低くなると、トランジ
スタ１１５及びトランジスタ１１７がオフ状態となり、ノードＭ及びノードＮへの電位供
給が停止する。その後、制御信号Ｓ２の電位はさらに低下し、最終的にローレベル電位Ｓ
２Ｌとなるが、トランジスタ１１５とトランジスタ１１７はオフ状態であるため、ノード
Ｍ及びノードＮの電位は、制御信号Ｓ２の電位変化に応じて変化し、最終的に数式１で示
される電位となる（期間７０４ｂ）。なお、実際にはＶｔｈからローレベル電位Ｓ２Ｌに
至るまでにサブスレッショルド領域を通過するため、サブスレッショルド領域でのノード
Ｍ及びノードＮへの電位供給が存在する。しかしながら、Ｖｔｈからローレベル電位Ｓ２
Ｌへの変化は、極めて短時間で行われるため、サブスレッショルド領域を無視して考える
ことができる。
【００８３】
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【数１】

【００８４】
数式１において、Ｖｍｎは、トランジスタ１１５がオン状態の時のノードＭの電位、また
は、トランジスタ１１７がオン状態の時のノードＮの電位を示し、Ｃｐは、トランジスタ
１１５のゲートとノードＭの間に生じる寄生容量、または、トランジスタ１１７のゲート
とノードＮの間に生じる寄生容量を示し、Ｃｓは、容量素子１１６または容量素子１１８
の容量値を示す。
【００８５】
例えば、ＶＤＤを３Ｖ、ＶＳＳを０Ｖとし、Ｖｔｈを１Ｖとし、トランジスタ１１７がオ
ン状態の時のノードＮの電位をＶＳＳとし、ローレベル電位Ｓ２ＬをＶＳＳとし、Ｃｐと
Ｃｓの容量比をＣｐ：Ｃｓ＝１：４とすると、制御信号Ｓ２の電位がローレベル電位Ｓ２
Ｌ（０Ｖ）となった時のノードＮの電位は、０－（１－０）×１／（１＋４）＝－０．２
Ｖとなる。
【００８６】
ここで、ノードＯの電位はＶＳＳ（０Ｖ）であり、ノードＮの電位は－０．２Ｖであるた
め、トランジスタ１１７のノードＮと接続する端子がソースとなる。また、トランジスタ
１１７のゲート電位はＶＳＳ（０Ｖ）であるため、相対的にゲートに０．２Ｖが印加され
ることとなり、トランジスタ１１７のソースとドレインの間が僅かに導通状態となる可能
性がある（図５（Ｂ）中のＩｌｅａｋを参照）。よって、ノードＮの電位がＶＳＳ（０Ｖ
）に向かって変化する（期間７０４ｃ）。
【００８７】
一方で、トランジスタ１１５がオン状態の時のノードＭの電位はＶＤＤ（３Ｖ）であり、
制御信号Ｓ２の電位がローレベル電位Ｓ２Ｌ（０Ｖ）となった時のノードＭの電位は、３
－（１－０）×１／（１＋４）＝２．８Ｖとなる。
【００８８】
また、ノードＰの電位はＶＤＤ（３Ｖ）であり、ノードＭの電位は２．８Ｖであるため、
トランジスタ１１５のノードＭと接続する端子がソースとなる。また、トランジスタ１１
５のゲート電位はＶＳＳ（０Ｖ）であるため、相対的にゲートに－２．８Ｖが印加される
こととなり、トランジスタ１１５のソースとドレインの間は非導通状態となる。よって、
期間７０４ｃ中もノードＭの電位は２．８Ｖのまま保持される。
【００８９】
本実施の形態において、期間７０３終了時点のノードＭとノードＮの電位差ｄＶ（以下、
単に「ｄＶ」ともいう）は３Ｖであるが、期間７０４において、制御信号Ｓ２をローレベ
ル電位Ｓ２Ｌとした後に、第４の電位Ｖ４をローレベル電位Ｖ４Ｌのままとすると、ノー
ドＭとノードＮの電位差ｄＶが期間７０４ｃにおいて小さくなる恐れがある。ノードＭと
ノードＮの電位差ｄＶが小さくなると、記憶回路１０２及び記憶回路１０３から論理回路
１０１にデータを書き込む際のマージンが減少し、記憶素子１１０の動作が不安定となり
、信頼性が低下する一因となりやすい。
【００９０】
特にｄＶの減少は、半導体装置の微細化や高集積化が進み、Ｃｐが増大またはＣｓが減少
し、ＣｐとＣｓの容量比（Ｃｓ／Ｃｐ）が小さくなるほど顕著となる。加えて、ｄＶの減
少は、低消費電力化のために動作電圧を小さくするほど顕著となる。
【００９１】
続いて、期間７０４で制御信号Ｓ２をローレベル電位Ｓ２Ｌとした後に、第４の電位Ｖ４
をＶＳＳとした場合のノードＭ及びノードＮの電位変化について、図４（Ｂ１）及び図４
（Ｂ２）を用いて説明する。
【００９２】
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なお、図４（Ｂ１）及び図４（Ｂ２）における、期間７０４ａ、期間７０４ｂは、図４（
Ａ１）及び図４（Ａ２）と同様であるため、その説明は省略する。期間７０４ｂの後、期
間７０４ｃにおいて第４の電位Ｖ４をＶＳＳ（０Ｖ）とする。ローレベル電位Ｖ４Ｌを－
１Ｖとすると、期間７０４ｃに第４の電位Ｖ４をＶＳＳとすると、ノードＮの電位は－０
．２＋１＝０．８Ｖとなり、ノードＭの電位は２．８＋１＝３．８Ｖとなる。
【００９３】
ノードＮの電位が０．８Ｖとなると、トランジスタ１１７のノードＯと接続する端子がソ
ースとなり、ゲートソース間電圧は０Ｖとなる。よって、期間７０４ｃ中においてもトラ
ンジスタ１１５のソースとドレインの間は非導通状態が維持され、ノードＮの電位は０．
８Ｖのまま保持される。ノードＭの電位も同様の理由により３．８Ｖのまま保持される。
【００９４】
この時のｄＶは、３．８－０．８＝３Ｖであるため、期間７０４においても期間７０３終
了時点でのｄＶを維持することが可能となり、記憶素子１１０の動作を安定させ、半導体
装置の信頼性を向上させることができる。
【００９５】
本実施の形態では、期間７０３で第４の電位Ｖ４をローレベル電位Ｖ４Ｌとし、期間７０
４で第４の電位Ｖ４をＶＳＳとするとして説明したが、これに限定されない。期間７０４
の時の第４の電位Ｖ４を、期間７０３の時の第４の電位Ｖ４よりも高くすることが肝要で
あり、例えば、期間７０３で第４の電位Ｖ４をＶＳＳとし、期間７０４で第４の電位Ｖ４
をハイレベル電位Ｖ４Ｈとしてもよい。
【００９６】
期間７０５は、電源の供給を停止する期間である。期間７０５では、第１の電位Ｖ１をＶ
ＳＳとすることにより、記憶装置１００に与えられる電源の供給を停止する。同時に、第
３の電位Ｖ３をＶＳＳとする。期間７０５では、第１の電位Ｖ１乃至第４の電位Ｖ４、制
御信号Ｓ１、及び制御信号Ｓ２が全て同電位となるため、記憶装置１００の電力消費を停
止することができる（図２参照）。
【００９７】
電源の供給を停止することにより、トランジスタ１２３、トランジスタ１２４がオフ状態
となり、論理回路１０１のノードＯ及びノードＰの電位を保持することができなくなる。
【００９８】
また、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７もオフ状態となる。しかし、本発明の
一態様では、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７としてチャネルが酸化物半導体
に形成されるトランジスタを用いるため、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７が
オフ状態となっても、容量素子１１６によって保持された電位（ノードＭの電位）及び容
量素子１１８によって保持された電位（ノードＮの電位）を長期間保持することが可能と
なる。つまり、電源の供給が停止した後においても、論理回路１０１のノードＯ及びノー
ドＰに書き込まれたデータ（電位）を、ノードＭ及びノードＮに保持することが可能とな
る。
【００９９】
期間７０６は、電源の供給を再開する期間である。第１の電源電位Ｖ１をＶＤＤとするこ
とにより、記憶装置１００に入力される電源の供給を開始する。また、制御信号Ｓ１とし
てハイレベル電位Ｓ１Ｈを供給し、トランジスタ１２３、トランジスタ１２４をオン状態
とし、第２の電位Ｖ２、第３の電位Ｖ３、データＤ、及びデータＤＢとしてプリチャージ
電位ＶＰＲＥを供給する。すると、ノードＯ、ノードＰ、ノードＱ、ノードＲがプリチャ
ージ電位ＶＰＲＥとなる（図３参照）。
【０１００】
なお、期間７０６において、第２の電位Ｖ２と第３の電位Ｖ３は同電位であるため、論理
回路１０１で電力は消費されない。
【０１０１】
期間７０７は、記憶回路１０２、記憶回路１０３に保持されたデータを論理回路１０１に
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戻す（書き込む）期間である。期間７０７では、第４の電位Ｖ４をハイレベル電位Ｖ４Ｈ
とする。すると、ノードＮの電位がＶ４ＨとＶＳＳの電位差分上昇し、本実施の形態では
電位ＶＳＳＢとなる。また、ノードＭの電位がＶ４ＨとＶＳＳの電位差分上昇し、本実施
の形態では電位ＶＤＤＢとなる。
【０１０２】
また、制御信号Ｓ１としてローレベル電位Ｓ１Ｌを供給し、トランジスタ１２３、トラン
ジスタ１２４をオフ状態とする。データＤ及びデータＤＢの電位は、ローレベル電位Ｓ１
Ｌが供給されるまでプリチャージ電位ＶＰＲＥとしておくことが好ましい。
【０１０３】
トランジスタ１２３及びトランジスタ１２４をオフ状態とした後に、制御信号Ｓ２として
ハイレベル電位Ｓ２Ｈを供給し、トランジスタ１１５、トランジスタ１１７をオン状態と
する。すると、ノードＭ及びノードＮの電位が、ノードＰ及びノードＯにそれぞれ供給さ
れる（図３参照）。
【０１０４】
なお、期間７０７において、第４の電位Ｖ４をローレベル電位Ｖ４Ｌとすると、期間７０
３でノードＮとノードＭに書き込まれた電位をそのままノードＯとノードＰに戻すことが
できるが、本実施の形態では、第４の電位Ｖ４をハイレベル電位Ｖ４Ｈとしている。前述
したように、第４の電位Ｖ４をハイレベル電位Ｖ４Ｈとすると、ノードＭ及びノードＮの
電位がハイレベル電位Ｖ４Ｈの分だけ上昇する。すると、トランジスタ１１５及びトラン
ジスタ１１７をオン状態とする前の、ノードＯとノードＮの電位差及びノードＰとノード
Ｍの電位差が大きくなり、論理回路１０１へのデータの書き込み（データの復帰）を短時
間で行うことができる。すなわち、記憶素子１１０の動作速度を高めることができる。
【０１０５】
この場合、ノードＯとノードＰには期間７０３と異なる電位が書き込まれる。ただし、ノ
ードＯとノードＰの電位差ｄＶは、ノードＮとノードＭの電位差ｄＶと実質的に同じとす
ることができる。すなわち、本実施の形態に開示する記憶素子１１０は、電源の供給を停
止する直前の、論理回路１０１のノードＯとノードＰの電位差を、記憶回路１０２及び記
憶回路１０３に保持している。
【０１０６】
本実施の形態では、期間７０７において、ノードＰに、ノードＯよりもｄＶだけ高い電位
が書き込まれることとなる。なお、期間７０６中に、第４の電位Ｖ４をハイレベル電位Ｖ
４Ｈとしても構わない。
【０１０７】
期間７０８は、論理回路１０１への電源の供給を再開する期間である。期間７０８では、
第２の電位Ｖ２としてＶＳＳをノードＱに供給し、第３の電位Ｖ３としてＶＤＤをノード
Ｒに供給する。すると、インバータ回路１０４とインバータ回路１０５が動作し、ノード
Ｐの電位がＶＤＤとなり、ノードＯがＶＳＳとなる。また、ノードＭの電位がＶＤＤとな
り、ノードＮの電位がＶＳＳとなる（図３参照）。
【０１０８】
なお、記憶回路１０２及び記憶回路１０３を用いて保持される電位差ｄＶは、電源の供給
を停止する直前の論理回路１０１のノードＯとノードＰの電位差ｄＶと同じである必要は
なく、ノードＯとノードＰに保持されていた電位の高低関係がわかればよい。例えば、本
実施の形態では、ノードＯよりもノードＰの方が高い電位を保持していたことがわかれば
よい。
【０１０９】
以上のように、論理回路１０１への電源の供給を再開し、ノードＯ及びノードＰに、再び
データＤ及びデータＤＢを保持した状態とすることができる。その後、制御信号Ｓ２とし
てローレベル電位Ｓ２Ｌをトランジスタ１１５及びトランジスタ１１７のゲートに与える
ことにより、トランジスタ１１５及びトランジスタ１１７をオフ状態とする。
【０１１０】



(16) JP 6174373 B2 2017.8.2

10

20

30

40

50

期間７０９は、論理回路１０１のノードＯ及びノードＰに保持されたデータを読み出す期
間である。期間７０９では、制御信号Ｓ１としてハイレベル電位Ｓ１Ｈを、スイッチ１０
６及びスイッチ１０７の第３の端子（トランジスタ１２３及びトランジスタ１２４のゲー
ト）に与えることにより、スイッチ１０６及びスイッチ１０７の第１の端子及び第２の端
子を導通状態とする。スイッチ１０６を介して論理回路１０１のノードＯに保持されたデ
ータＤを読み出すことができ、スイッチ１０７を介して論理回路１０１のノードＰに保持
されたデータＤＢを読み出すことができる。読み出しが終了したら、制御信号Ｓ１として
ローレベル電位Ｓ１Ｌをスイッチ１０６及びスイッチ１０７の第３の端子に与えることに
より、スイッチ１０６及びスイッチ１０７の第１の端子及び第２の端子を非導通状態とす
る（図３参照）。
【０１１１】
なお、本実施の形態では、期間７０９において制御信号Ｓ２をローレベル電位Ｓ２Ｌとし
ているが、期間７０９では制御信号Ｓ２をハイレベル電位Ｓ２Ｈとしてもかまわない。
【０１１２】
上記のようにして、記憶素子１１０または記憶素子１１０を用いた半導体装置を動作させ
ることができる。
【０１１３】
本発明の一態様に示す半導体装置では、記憶素子内に、オフ電流が小さいトランジスタを
有する記憶回路を設ける構成としている。オフ電流が小さいトランジスタの一例として、
チャネルが酸化物半導体に形成されるトランジスタが挙げられる。該トランジスタは、オ
フ電流が極めて小さいという特徴を有している。そのため、該トランジスタがオフ状態で
ある場合、該トランジスタに接続された容量素子によって、長期間にわたり電位を保持す
ることが可能である。したがって、電源の供給を停止した場合であっても、記憶素子が有
する論理回路の論理状態を保持することが可能である。このような記憶素子を用いること
で、電源を切っても記憶している論理状態が消えない半導体装置を提供することができる
。
【０１１４】
また、本発明の一態様に係る半導体装置では、電源の供給を停止する前に、論理回路１０
１に保持されたデータＤ及びデータＤＢを、論理回路１０１に接続された記憶回路１０２
及び記憶回路１０３にそれぞれ保持する。これにより、電源の供給を停止する前に、半導
体装置に保持されたデータを別の半導体装置に移す必要がなくなるため、短時間で、電源
の供給を停止することができる。
【０１１５】
また、本発明の一態様に係る半導体装置では、第４の電位Ｖ４を、期間７０３よりも、期
間７０４乃至期間７０６の方が高くなるようにする。これにより、記憶回路１０２及び記
憶回路１０３にそれぞれ保持されているデータ間の電位差ｄＶの減少を防ぎ、論理回路１
０１へのデータ復帰動作を安定して行うことができる。よって、記憶素子１１０の動作を
安定させ、半導体装置の信頼性を向上させることができる。
【０１１６】
また、本発明の一態様に係る記憶素子１１０では、記憶回路１０２及び記憶回路１０３か
ら論理回路１０１へのデータを戻す際に、第４の電位Ｖ４を上昇させる。これにより、短
時間で記憶回路１０２及び記憶回路１０３から論理回路１０１へのデータを戻すことがで
きる。すなわち、記憶素子１１０の動作速度を高めることができ、記憶素子１１０を用い
た半導体装置の動作速度を高めることができる。本発明の一態様に係る記憶素子１１０を
用いた半導体装置は、必要に応じて電源の供給を停止することが可能となり、消費電力を
低減することができる。また、本発明の一態様に係る記憶素子１１０は電源供給の停止動
作及び電源供給の再開動作が速いため、短時間の電源供給停止も容易に行うことができる
。よって、電源供給の停止を頻繁に行うことが可能であり、半導体装置の消費電力をさら
に低減することができる。
【０１１７】
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本実施の形態に示す構成、方法などは、他の実施の形態に示す構成、方法などと適宜組み
合わせて用いることができる。
【０１１８】
（実施の形態２）
本実施の形態では、図１に示す記憶素子１１０を複数用いてメモリセルアレイを構成する
例を、図６及び図７を用いて説明する。図６は、（ｍ×ｎ）個の記憶素子１１０を有する
半導体装置のブロック図の一例である。
【０１１９】
図６に示す記憶装置２００は、ｍ本（ｍは２以上の整数）の信号線ＳＬ１と、ｍ本の信号
線ＳＬ２と、ｎ本（ｎは２以上の整数）のビット線ＢＬ、ｎ本の反転ビット線ＢＬＢと、
第１の配線２２１（図示せず）と、第２の配線２２２と、第３の配線２２３と、ｍ本の第
４の配線２２４と、記憶素子１１０が縦ｍ個（行）×横ｎ個（列）がマトリクス状に配置
されたメモリセルアレイ２１０と、第１の駆動回路２１１及び第２の駆動回路２１２と、
を有する。第１の駆動回路２１１は、ｎ本のビット線ＢＬ及び反転ビット線ＢＬＢと接続
されており、第２の駆動回路２１２は、ｍ本の信号線ＳＬ１、信号線ＳＬ２及び第４の配
線２２４と接続されている。また、第１の配線２２１は、記憶装置２００に電源を供給し
（図示せず）、第２の配線２２２及び第３の配線２２３は、記憶素子１１０（１，１）～
記憶素子１１０（ｍ，ｎ）のそれぞれに接続されている。
【０１２０】
信号線ＳＬ１には制御信号Ｓ１が供給され、信号線ＳＬ２には制御信号Ｓ２が入力される
。また、ビット線ＢＬにはデータＤが供給され、反転ビット線ＢＬＢにはデータＤＢが供
給される。また、第１の配線２２１には第１の電位Ｖ１が供給され、第２の配線２２２に
は第２の電位Ｖ２が供給され、第３の配線２２３には第３の電位Ｖ３が供給され、第４の
配線２２４には第４の電位Ｖ４が供給される。
【０１２１】
記憶素子１１０（１，１）～記憶素子１１０（ｍ，ｎ）へのアクセスは信号線ＳＬ１と信
号線ＳＬ２で行われ、ビット線ＢＬ及び反転ビット線ＢＬＢは接続されたメモリセルに対
して、データの読み出しや書き込みを行う。
【０１２２】
第１の駆動回路２１１は、ビット線ＢＬ及び反転ビット線ＢＬＢが列方向のメモリセルに
アクセスするのを制御する。一方、第２の駆動回路２１２は、信号線ＳＬ１及び信号線Ｓ
Ｌ２が行方向のメモリセルにアクセスするのを制御する。
【０１２３】
図６に示す記憶装置２００は、実施の形態１に示した記憶素子１１０の駆動方法を適用す
ることが可能である。また、メモリセルアレイ２１０内の記憶素子１１０に行単位でアク
セスすることが可能である。また、メモリセルアレイ２１０内の記憶素子１１０にランダ
ムアクセスすることも可能である。
【０１２４】
図７に示す記憶装置２０１は、図６に示した記憶装置２００が有する第３の配線２２３を
ｍ本とし、行単位で記憶素子１１０に接続する例を示している。なお、図７では第３の配
線２２３を第２の駆動回路２１２に接続する構成を例示しているが、第３の配線２２３を
第１の駆動回路２１１に接続する構成としてもよい。また、第１の駆動回路２１１及び第
２の駆動回路２１２以外に、第３の配線２２３と接続する駆動回路を設けてもよい。
【０１２５】
第３の配線２２３を行単位で設けることで、記憶素子１１０への電力の供給を行単位で制
御することができ、消費電力を低減する効果を高めることが可能となる。また、第３の配
線２２３は列単位で設けてもよい。また、第２の配線２２２を行単位もしくは列単位で設
けてもよい。また、ｎ本の第２の配線２２２と、ｍ本の第３の配線２２３をマトリクス状
に設け、記憶素子１１０への電力の供給をランダムに制御することも可能である。
【０１２６】
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本実施の形態に示す構成、方法などは、他の実施の形態に示す構成、方法などと適宜組み
合わせて用いることができる。
【０１２７】
（実施の形態３）
本実施の形態では、実施の形態１に示す記憶装置の作製方法の一例について図８乃至図１
１を参照して説明する。はじめに、記憶装置の下部に形成されるトランジスタの作製方法
について説明し、その後、上部に形成されるトランジスタ及び容量素子の作製方法につい
て説明する。なお、作製工程を示す断面図において、Ａ１－Ａ２はｎチャネル型のトラン
ジスタを作製する工程を示し、Ｂ１－Ｂ２はｐチャネル型のトランジスタを作製する工程
を示す。
【０１２８】
〈下部のトランジスタの作製方法〉
まず、絶縁層３０２を介して半導体層３０４が設けられた基板３００を用意する（図８（
Ａ）参照）。
【０１２９】
基板３００として、例えば、シリコンや炭化シリコンなどの単結晶半導体基板、多結晶半
導体基板、シリコンゲルマニウム、ガリウムヒ素、インジウムリンなどの化合物半導体基
板を適用することができる。また、アルミノシリケートガラス、アルミノホウケイ酸ガラ
ス、バリウムホウケイ酸ガラスのような各種ガラス基板、石英基板、セラミック基板、サ
ファイア基板なども挙げられる。
【０１３０】
絶縁層３０２は、酸化シリコン、酸化窒化シリコン、窒化シリコンなどを含む単層構造又
は積層構造とする。なお、絶縁層３０２の形成方法としては、熱酸化法、ＣＶＤ法、スパ
ッタリング法などが挙げられる。絶縁層３０２の膜厚は、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下、好
ましくは１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下とする。
【０１３１】
また、半導体層３０４は、シリコンや炭化シリコンなどの単結晶半導体材料、多結晶半導
体材料、シリコンゲルマニウム、ガリウムヒ素、インジウムリンなどの化合物半導体材料
を適用することができる。なお、半導体層３０４は、酸化物半導体材料を含まないため、
酸化物半導体以外の半導体材料とも記す。
【０１３２】
半導体層３０４として、シリコンなどの単結晶半導体材料を用いると、実施の形態１に示
す論理回路１０１、スイッチ１０６、スイッチ１０７などの動作を高速化することができ
るため好ましい。
【０１３３】
また、絶縁層３０２を介して半導体層３０４が設けられた基板３００として、ＳＯＩ基板
も適用することができる。なお、一般に「ＳＯＩ基板」は、絶縁表面上にシリコン層が設
けられた構成の基板をいうが、本明細書等においては、絶縁表面上にシリコン以外の材料
からなる半導体層が設けられた構成の基板も含む。つまり、「ＳＯＩ基板」が有する半導
体層は、シリコン層に限定されない。また、ＳＯＩ基板には、ガラス基板などの絶縁基板
上に絶縁層を介して半導体層が設けられた構成も含む。本実施の形態では、絶縁層３０２
を介して半導体層３０４が設けられた基板３００として、単結晶シリコン基板上に酸化シ
リコン層を介してシリコン層が設けられたＳＯＩ基板を用いる場合について説明する。
【０１３４】
次に、半導体層３０４を島状に加工して、半導体層３０４ａ、半導体層３０４ｂを形成す
る（図８（Ｂ）参照）。当該加工方法として、ドライエッチングを用いることが好適であ
るが、ウェットエッチングを用いてもよい。エッチングガスやエッチング液については被
エッチング材料に応じて適宜選択することができる。
【０１３５】
次に、半導体層３０４ａ、半導体層３０４ｂを覆うように、ゲート絶縁層３０６ａ、ゲー
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ト絶縁層３０６ｂを形成する（図８（Ｂ）参照）。ゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層
３０６ｂは、例えば、半導体層３０４ａ、半導体層３０４ｂ表面の熱処理（熱酸化処理や
熱窒化処理など）によって形成することができる。熱処理に代えて、高密度プラズマ処理
を適用してもよい。高密度プラズマ処理は、例えば、酸素、窒素、酸化窒素、アンモニア
などの酸素または窒素を含むガスや、これらの混合ガスを用いて行うことができる。また
、酸素または窒素を含むガスに、水素や希ガスを混合したガスを用いることもできる。
【０１３６】
また、ゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０６ｂは、ＣＶＤ法やスパッタリング法等
を用いて形成しても良い。ゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０６ｂは、酸化シリコ
ン、酸化窒化シリコン、窒化シリコン、酸化ハフニウム、酸化アルミニウム、酸化タンタ
ルなどの材料を用いて形成することができる。また、ゲート絶縁層として、酸化ハフニウ
ム、酸化イットリウム、ハフニウムシリケート（ＨｆＳｉｘＯｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、
窒素が添加されたハフニウムシリケート（ＨｆＳｉｘＯｙＮｚ（ｘ＞０、ｙ＞０、ｚ＞０
））、窒素が添加されたハフニウムアルミネート（ＨｆＡｌｘＯｙＮｚ（ｘ＞０、ｙ＞０
、ｚ＞０））等の高誘電率（ｈｉｇｈ－ｋ）材料を用いてもよい。ゲート絶縁層は、上述
の材料及び方法を用いて、単層構造又は積層構造で形成することができる。また、ゲート
絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０６ｂの膜厚は、例えば、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下、
好ましくは１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下とすることができる。
【０１３７】
なお、ゲート絶縁層を薄くすると、トンネル効果などに起因するゲートリークが問題とな
る。ゲートリークの問題を解消するには、ゲート絶縁層に、上述したｈｉｇｈ－ｋ材料を
用いると良い。ｈｉｇｈ－ｋ材料をゲート絶縁層に用いることで、電気的特性を確保しつ
つ、ゲートリークを抑制するために膜厚を大きくすることが可能になる。なお、ｈｉｇｈ
－ｋ材料を含む層と、酸化シリコン、窒化シリコン、酸化窒化シリコン、窒化酸化シリコ
ン、酸化アルミニウムなどのいずれかを含む層との積層構造としてもよい。
【０１３８】
本実施の形態では、熱酸化処理を用いて、半導体層３０４ａ、及び半導体層３０４ｂ上に
酸化シリコンを形成することによって、ゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０６ｂを
形成する。
【０１３９】
次に、トランジスタのしきい値電圧を制御するために、ｎ型の導電性を付与する不純物元
素、及びｐ型の導電性を付与する不純物元素をゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０
６ｂを介して半導体層３０４ａ、半導体層３０４ｂに添加する（図８（Ｃ）参照）。半導
体層３０４ａ、半導体層３０４ｂがシリコンの場合、ｎ型の導電性を付与する不純物元素
としては、例えば、リンや砒素などを用いることができる。また、ｐ型の導電性を付与す
る不純物元素としては、例えば、硼素、アルミニウム、ガリウムなどを用いることができ
る。本実施の形態では、しきい値電圧を制御するために、ゲート絶縁層３０６ａを介して
半導体層３０４ａに硼素を添加することで半導体層３０８を形成し、ゲート絶縁層３０６
ｂを介して半導体層３０４ｂにリンを添加することで半導体層３１０を形成する。
【０１４０】
次に、ゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０６ｂ上に、ゲート電極（これと同じ層で
形成される他の電極または配線を含む）を形成するための導電層３１２（図示せず）を形
成し、当該導電層を加工して、ゲート電極３１２ａ、ゲート電極３１２ｂ、電極３１３を
形成する（図８（Ｄ）参照）。
【０１４１】
ゲート電極３１２ａ、ゲート電極３１２ｂ、電極３１３を形成するための導電層としては
、アルミニウム、銅、チタン、タンタル、タングステン等の金属材料を用いることができ
る。また、多結晶シリコンなどの半導体材料を用いて、導電層を形成しても良い。導電層
の形成方法も特に限定されず、蒸着法、ＣＶＤ法、スパッタリング法、スピンコート法な
どの各種成膜方法を用いることができる。また、導電層の加工は、レジストマスクを用い



(20) JP 6174373 B2 2017.8.2

10

20

30

40

50

たエッチングによって行うことができる。本実施の形態では、スパッタリング法を用いて
、窒化タンタルとタングステンとを積層し、加工することによってゲート電極３１２ａ、
ゲート電極３１２ｂ、電極３１３を形成する。
【０１４２】
次に、ゲート電極３１２ａをマスクとして、ｎ型の導電型を付与する不純物元素を、ゲー
ト絶縁層３０６ａを介して半導体層３０８に添加する。また、ゲート電極３１２ｂをマス
クとして、ｐ型の導電性を付与する不純物元素を、ゲート絶縁層３０６ｂを介して半導体
層３１０に添加する（図８（Ｅ）参照）。本実施の形態では、ゲート絶縁層３０６ａを介
して半導体層３０８にリンを添加することで不純物領域３１４ａ、不純物領域３１４ｂを
形成し、ゲート絶縁層３０６ｂを介して半導体層３１０に硼素を添加することで不純物領
域３１６ａ、不純物領域３１６ｂを形成する。
【０１４３】
次に、ゲート電極３１２ａ、ゲート電極３１２ｂの側面にサイドウォール３１８ａ、サイ
ドウォール３１８ｂ、サイドウォール３１８ｃ、サイドウォール３１８ｄを形成する（図
９（Ａ）参照）。サイドウォール３１８ａ乃至サイドウォール３１８ｄは、ゲート電極３
１２ａ、ゲート電極３１２ｂを覆う絶縁層を形成した後、これをＲＩＥ（Ｒｅａｃｔｉｖ
ｅ　ｉｏｎ　ｅｔｃｈｉｎｇ：反応性イオンエッチング）法による異方性のエッチングに
よって絶縁層を加工し、ゲート電極３１２ａ、ゲート電極３１２ｂの側壁に自己整合的に
形成すればよい。
【０１４４】
サイドウォール３１８ａ乃至サイドウォール３１８ｄを形成するための絶縁層について特
に限定はないが、例えば、ＴＥＯＳ（Ｔｅｔｒａｅｔｈｙｌ－Ｏｒｔｈｏ－Ｓｉｌｉｃａ
ｔｅ）またはシラン等と、酸素または亜酸化窒素等を反応させて形成した段差被覆性のよ
い酸化シリコンを用いることができる。また、低温酸化（ＬＴＯ：Ｌｏｗ　Ｔｅｍｐｅｒ
ａｔｕｒｅ　Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ）法により形成する酸化シリコンを用いてもよい。絶縁
層は熱ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ、常圧ＣＶＤ、バイアスＥＣＲＣＶＤ、スパッタリング等
の方法によって形成することができる。
【０１４５】
なお、サイドウォール３１８ａ乃至サイドウォール３１８ｄの形成と同時に、電極３１３
の側面にもサイドウォールが形成される。
【０１４６】
次に、ゲート電極３１２ａ、ゲート電極３１２ｂ、及びサイドウォール３１８ａ乃至３１
８ｄをマスクとして、ｎ型の導電型を付与する不純物元素、及びｐ型の導電性を付与する
不純物元素をゲート絶縁層３０６ａ、ゲート絶縁層３０６ｂを介して半導体層３０８、半
導体層３１０に添加する（図９（Ｂ）参照）。本実施の形態では、ゲート絶縁層３０６ａ
を介して半導体層３０８にリンを添加することで不純物領域３２０ａ、不純物領域３２０
ｂを形成し、ゲート絶縁層３０６ｂを介して半導体層３１０に硼素を添加することで不純
物領域３２２ａ、不純物領域３２２ｂを形成する。なお、不純物領域３２０ａ、不純物領
域３２０ｂが、不純物領域３１４ａ、不純物領域３１４ｂよりも高濃度となるように、不
純物元素を添加することが好ましく、不純物領域３２２ａ、不純物領域３２２ｂが、不純
物領域３１６ａ、不純物領域３１６ｂよりも高濃度となるように、不純物元素を添加する
ことが好ましい。
【０１４７】
以上により、酸化物半導体以外の半導体材料を含む基板３００を用いて、ｎチャネル型の
トランジスタ１１３及びｐチャネル型のトランジスタ１１１を作製することができる（図
９（Ｂ）参照）。このようなトランジスタは、高速動作が可能であるという特徴を有する
。このため、トランジスタを論理回路１０１、スイッチ１０６、スイッチ１０７、プリチ
ャージ回路１０８、等に適用することにより、これらの動作を高速化することができるた
め好適である。
【０１４８】
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次に、トランジスタ１１３及びトランジスタ１１１を覆うように、絶縁層３２４を形成す
る（図９（Ｃ）参照）。絶縁層３２４は、酸化シリコン、酸化窒化シリコン、窒化シリコ
ン、酸化アルミニウム等の無機絶縁材料を含む材料を用いて形成することができる。絶縁
層３２４として、誘電率の低い（ｌｏｗ－ｋ）材料を用いると、各種電極や配線の重なり
に起因する容量を十分に低減することができるため好ましい。なお、絶縁層３２４として
、上述の材料を用いた多孔性の絶縁材料を用いてもよい。多孔性の絶縁材料は、密度の高
い絶縁材料と比較して誘電率が低下するため、電極や配線に起因する容量をさらに低減す
ることが可能である。また、絶縁層３２４として、ポリイミド、アクリル等の有機絶縁材
料を用いて形成してもよい。本実施の形態では、酸化窒化シリコンを用いて絶縁層３２４
を形成する場合について説明する。
【０１４９】
次に、絶縁層３２４を形成した後、半導体層３０８、半導体層３１０添加された不純物元
素を活性化するための熱処理を行う。熱処理はファーネスアニール炉を用いて行う。その
他に、レーザーアニール法、またはラピッドサーマルアニール法（ＲＴＡ法）を適用する
ことができる。熱処理は窒素雰囲気中で４００～６００℃、代表的には４５０～５００℃
で１～４時間として行う。この熱処理により、不純物元素の活性化と同時に絶縁層３２４
の酸化窒化シリコン中の水素が半導体層３０８及び半導体層３１０に拡散する。半導体層
３０８及び半導体層３１０に拡散した水素により、ゲート絶縁層３０６ａと半導体層３０
８の界面、及びゲート絶縁層３０６ｂと半導体層３１０の界面に存在する欠陥を低減する
ことができる。また、半導体層３０８中及び半導体層３１０中に存在する欠陥を低減する
ことができる。
【０１５０】
なお、上記の各工程の前後には、さらに電極や配線、半導体層、絶縁層などを形成する工
程も含んでいてもよい。例えば、下部のトランジスタと、上部のトランジスタを接続する
ための電極や配線などを形成してもよい。また、配線の構造として、絶縁層及び導電層の
積層構造でなる多層配線構造を採用して、高度に集積化した半導体装置を実現することも
可能である。
【０１５１】
〈上部のトランジスタの作製方法〉
次に、絶縁層３２４上にトランジスタ１１５及び容量素子１１６を形成するための作製方
法の一例を説明する。まず、絶縁層３２４の表面凹凸を軽減するため、絶縁層３２４の表
面に平坦化処理を行う（図９（Ｄ）参照）。平坦化処理としては、化学的機械研磨（ＣＭ
Ｐ：Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｐｏｌｉｓｈｉｎｇ、以下ＣＭＰ処理と
いう）などの研磨処理の他に、エッチング処理などを適用することも可能である。また、
ＣＭＰ処理とエッチング処理を組み合わせて行ってもよい。絶縁層３２４の表面は、トラ
ンジスタ１１５の特性を向上させるために、可能な限り平坦にしておくことが望ましい。
【０１５２】
なお、ＣＭＰ処理とは、被加工物の表面を化学的・機械的な複合作用により平坦化する手
法である。具体的には、研磨ステージの上に研磨布を貼り付け、被加工物と研磨布との間
にスラリー（研磨剤）を供給しながら研磨ステージと被加工物とを各々回転または揺動さ
せて、スラリーと被加工物との化学反応と、研磨布の被加工物との機械研磨の作用により
、被加工物の表面を研磨する方法である。
【０１５３】
次に、平坦化された絶縁層３２４の表面に酸化物半導体層３４２を形成する（図１０（Ａ
）参照）。
【０１５４】
酸化物半導体層３４２を形成するための材料としては、少なくともインジウム（Ｉｎ）あ
るいは亜鉛（Ｚｎ）を含むことが好ましい。特に、ＩｎとＺｎを含むことが好ましい。ま
た、該酸化物半導体を用いたトランジスタの電気特性のばらつきを減らすためのスタビラ
イザーとして、それらに加えてガリウム（Ｇａ）、スズ（Ｓｎ）、ハフニウム（Ｈｆ）、
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アルミニウム（Ａｌ）のいずれか一または複数を有することが好ましい。
【０１５５】
また、他のスタビライザーとして、ランタノイドである、ランタン（Ｌａ）、セリウム（
Ｃｅ）、プラセオジム（Ｐｒ）、ネオジム（Ｎｄ）、サマリウム（Ｓｍ）、ユウロピウム
（Ｅｕ）、ガドリニウム（Ｇｄ）、テルビウム（Ｔｂ）、ジスプロシウム（Ｄｙ）、ホル
ミウム（Ｈｏ）、エルビウム（Ｅｒ）、ツリウム（Ｔｍ）、イッテルビウム（Ｙｂ）、ル
テチウム（Ｌｕ）のいずれか一種あるいは複数種を有してもよい。
【０１５６】
例えば、酸化物半導体として、酸化インジウム、酸化スズ、酸化亜鉛、二元系金属の酸化
物であるＩｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｚｎ－Ｍｇ系
酸化物、Ｓｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｇａ系酸化物、三元系金属の
酸化物であるＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物（ＩＧＺＯとも表記する）、Ｉｎ－Ａｌ－Ｚｎ系
酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸
化物、Ｓｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｌａ－Ｚｎ系酸化
物、Ｉｎ－Ｃｅ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｐｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｎｄ－Ｚｎ系酸化物
、Ｉｎ－Ｓｍ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｅｕ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｇｄ－Ｚｎ系酸化物、
Ｉｎ－Ｔｂ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｄｙ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｏ－Ｚｎ系酸化物、Ｉ
ｎ－Ｅｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｔｍ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｙｂ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ
－Ｌｕ－Ｚｎ系酸化物、四元系金属の酸化物であるＩｎ－Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉ
ｎ－Ｈｆ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ａｌ－
Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物を用
いることができる。
【０１５７】
なお、ここで、例えば、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物とは、ＩｎとＧａとＺｎを主成分とし
て有する酸化物という意味であり、ＩｎとＧａとＺｎの比率は問わない。また、ＩｎとＧ
ａとＺｎ以外の金属元素が入っていてもよい。
【０１５８】
例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１（＝１／３：１／３：１／３）あるいはＩｎ：Ｇ
ａ：Ｚｎ＝２：２：１（＝２／５：２／５：１／５）の原子数比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸
化物やその組成の近傍の酸化物を用いることができる。あるいは、Ｉｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝１
：１：１（＝１／３：１／３：１／３）、Ｉｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝２：１：３（＝１／３：１
／６：１／２）あるいはＩｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝２：１：５（＝１／４：１／８：５／８）の
原子数比のＩｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物やその組成の近傍の酸化物を用いるとよい。
【０１５９】
しかし、これらに限られず、必要とする半導体特性（移動度、しきい値、ばらつき等）に
応じて適切な組成のものを用いればよい。また、必要とする半導体特性を得るために、キ
ャリア濃度や不純物濃度、欠陥密度、金属元素と酸素の原子数比、原子間距離、密度等を
適切なものとすることが好ましい。
【０１６０】
例えば、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物では比較的容易に高い移動度が得られる。しかしなが
ら、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物でも、バルク内欠陥密度を低減することにより移動度を上
げることができる。
【０１６１】
なお、例えば、Ｉｎ、Ｇａ、Ｚｎの原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝ａ：ｂ：ｃ（ａ＋ｂ＋
ｃ＝１）である酸化物の組成が、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝Ａ：Ｂ：Ｃ（Ａ＋Ｂ＋Ｃ
＝１）の酸化物の組成の近傍であるとは、ａ、ｂ、ｃが、
（ａ－Ａ）２＋（ｂ－Ｂ）２＋（ｃ－Ｃ）２≦ｒ２

を満たすことを言い、ｒは、例えば、０．０５とすればよい。他の酸化物でも同様である
。
【０１６２】
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酸化物半導体は単結晶でも、非単結晶でもよい。後者の場合、非晶質でも、多結晶でもよ
い。また、非晶質と結晶質が混在する部分を含む構造でもよい。
【０１６３】
非晶質状態の酸化物半導体は、比較的容易に平坦な表面を得ることができるため、これを
用いてトランジスタを作製した際の界面散乱を低減でき、比較的容易に、比較的高い移動
度を得ることができる。
【０１６４】
また、結晶性を有する酸化物半導体では、よりバルク内欠陥を低減することができ、表面
の平坦性を高めれば非晶質状態の酸化物半導体以上の移動度を得ることができる。表面の
平坦性を高めるためには、平坦な表面上に酸化物半導体を形成することが好ましく、具体
的には、平均面粗さ（Ｒａ）が１ｎｍ以下、好ましくは０．３ｎｍ以下、より好ましくは
０．１ｎｍ以下の表面上に形成するとよい。なお、Ｒａは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１：２０
０１（ＩＳＯ４２８７：１９９７）で定義されている算術平均粗さを曲面に対して適用で
きるよう三次元に拡張したものであり、「基準面から指定面までの偏差の絶対値を平均し
た値」で表現でき、数式（２）にて定義される。
【０１６５】
【数２】

【０１６６】
ここで、指定面とは、粗さ計測の対象となる面であり、座標（ｘ１，ｙ１，Ｆ（ｘ１，ｙ
１））（ｘ１，ｙ２，Ｆ（ｘ１，ｙ２））（ｘ２，ｙ１，Ｆ（ｘ２，ｙ１））（ｘ２，ｙ
２，Ｆ（ｘ２，ｙ２））で表される４点により囲まれる四角形の領域とし、指定面をｘｙ
平面に投影した長方形の面積をＳ０、基準面の高さ（指定面の平均の高さ）をＺ０とする
。平均面粗さ（Ｒａ）は原子間力顕微鏡（ＡＦＭ：Ａｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ　Ｍｉｃｒ
ｏｓｃｏｐｅ）にて測定可能である。
【０１６７】
また、酸化物半導体層３４２としてＩｎ－Ｚｎ系酸化物を用いる場合、用いるターゲット
中の金属元素の原子数比は、Ｉｎ：Ｚｎ＝５０：１～１：２（モル数比に換算するとＩｎ

２Ｏ３：ＺｎＯ＝２５：１～１：４）、好ましくはＩｎ：Ｚｎ＝２０：１～１：１（モル
数比に換算するとＩｎ２Ｏ３：ＺｎＯ＝１０：１～１：２）、さらに好ましくはＩｎ：Ｚ
ｎ＝１５：１～１．５：１（モル数比に換算するとＩｎ２Ｏ３：ＺｎＯ＝１５：２～３：
４）とする。例えば、Ｉｎ－Ｚｎ－Ｏ系酸化物の形成に用いるターゲットは、原子数比が
Ｉｎ：Ｚｎ：Ｏ＝Ｘ：Ｙ：Ｚのとき、Ｚ＞１．５Ｘ＋Ｙとする。
【０１６８】
酸化物半導体層３４２としてＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物をスパッタリング法で成膜する場
合、好ましくは、原子数比がＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１、４：２：３、３：１：２、
１：１：２、２：１：３、または３：１：４で示されるＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物ターゲ
ットを用いる。
【０１６９】
また、酸化物半導体層３４２としてＩｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物をスパッタリング法で成膜
する場合、好ましくは、原子数比がＩｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝１：１：１、２：１：３、１：２
：２、または２０：４５：３５で示されるＩｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物ターゲットを用いる
。
【０１７０】
また、ターゲットの相対密度は９０％以上１００％以下、好ましくは９５％以上９９．９
％以下である。相対密度の高いターゲットを用いることにより、成膜した酸化物半導体層
３４２を緻密な膜とすることができる。
【０１７１】
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酸化物半導体層３４２は、スパッタリング法、分子線エピタキシー法、原子層堆積法また
はパルスレーザー蒸着法により成膜することができる。また、酸化物半導体層３４２の厚
さは、５ｎｍ以上１００ｎｍ以下、好ましくは１０ｎｍ以上３０ｎｍ以下とする。
【０１７２】
また、酸化物半導体層３４２は、非晶質であってもよく、結晶性を有していてもよい。酸
化物半導体層３４２は、例えば非単結晶を有してもよい。非単結晶は、例えば、ＣＡＡＣ
（Ｃ　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、多結晶、微結晶、非晶質部を有す
る。非晶質部は、微結晶、ＣＡＡＣよりも欠陥準位密度が高い。また、微結晶は、ＣＡＡ
Ｃよりも欠陥準位密度が高い。なお、ＣＡＡＣを有する酸化物半導体を、ＣＡＡＣ－ＯＳ
（Ｃ　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏ
ｎｄｕｃｔｏｒ）と呼ぶ。
【０１７３】
酸化物半導体層３４２は、例えばＣＡＡＣ－ＯＳを有してもよい。ＣＡＡＣ－ＯＳは、例
えば、ｃ軸配向し、ａ軸または／およびｂ軸はマクロに揃っていない。
【０１７４】
酸化物半導体層３４２は、例えば微結晶を有してもよい。なお、微結晶を有する酸化物半
導体を、微結晶酸化物半導体と呼ぶ。微結晶酸化物半導体膜は、例えば、１ｎｍ以上１０
ｎｍ未満のサイズの微結晶（ナノ結晶ともいう。）を膜中に含む。
【０１７５】
酸化物半導体層３４２は、例えば非晶質部を有してもよい。なお、非晶質部を有する酸化
物半導体を、非晶質酸化物半導体と呼ぶ。非晶質酸化物半導体膜は、例えば、原子配列が
不規則であり、結晶成分を有さない。または、非晶質酸化物半導体膜は、例えば、完全な
非晶質であり、結晶部を有さない。
【０１７６】
なお、酸化物半導体層３４２は、例えば、単結晶を有してもよい。
【０１７７】
酸化物半導体層３４２は、複数の結晶部を有し、当該結晶部のｃ軸が被形成面の法線ベク
トルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃っていることが好ましい。なお、異なる
結晶部間で、それぞれａ軸およびｂ軸の向きが異なっていてもよい。そのような酸化物半
導体層の一例としては、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜がある。
【０１７８】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部は、一辺が１００ｎｍ未満の立方体内に収まる大きさ
であることが多い。また、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌ
ｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）による観察像では、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる
結晶部と結晶部との境界は明確ではない。また、ＴＥＭによってＣＡＡＣ－ＯＳ膜には明
確な粒界（グレインバウンダリーともいう。）は確認できない。そのため、ＣＡＡＣ－Ｏ
Ｓ膜は、粒界に起因する電子移動度の低下が抑制される。
【０１７９】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部は、例えば、ｃ軸がＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法
線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向になるように揃い、かつａｂ面に垂直
な方向から見て金属原子が三角形状または六角形状に配列し、ｃ軸に垂直な方向から見て
金属原子が層状または金属原子と酸素原子とが層状に配列している。なお、異なる結晶部
間で、それぞれａ軸およびｂ軸の向きが異なっていてもよい。本明細書において、単に垂
直と記載する場合、８０°以上１００°以下、好ましくは８５°以上９５°以下の範囲も
含まれることとする。また、単に平行と記載する場合、－１０°以上１０°以下、好まし
くは－５°以上５°以下の範囲も含まれることとする。
【０１８０】
なお、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜において、結晶部の分布が一様でなくてもよい。例えば、ＣＡＡ
Ｃ－ＯＳ膜の形成過程において、酸化物半導体層の表面側から結晶成長させる場合、被形
成面の近傍に対し表面の近傍では結晶部の占める割合が高くなることがある。また、ＣＡ
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ＡＣ－ＯＳ膜へ不純物を添加することにより、当該不純物添加領域において結晶部の結晶
性が低下することもある。
【０１８１】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部のｃ軸は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法線ベクト
ルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向になるように揃うため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の形
状（被形成面の断面形状または表面の断面形状）によっては互いに異なる方向を向くこと
がある。また、結晶部は、成膜したとき、または成膜後に加熱処理などの結晶化処理を行
ったときに形成される。従って、結晶部のｃ軸は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜が形成されたときの
被形成面の法線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向になるように揃う。
【０１８２】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を用いたトランジスタは、可視光や紫外光の照射による電気特性の変動
が小さい。よって、当該トランジスタは、信頼性が高い。
【０１８３】
次に、酸化物半導体層３４２をＣＡＡＣ－ＯＳとする方法について説明する。酸化物半導
体層３４２をＣＡＡＣ－ＯＳとする方法として、例えば以下の２種類の方法によって行う
ことができる。１つの方法は、酸化物半導体層３４２の成膜を、基板を加熱しながら行う
方法であり、もう１つの方法は、酸化物半導体層３４２の成膜を２回に分け、１度目の成
膜の後、２度目の成膜の後のそれぞれに熱処理を行う方法である。
【０１８４】
基板を加熱しながら酸化物半導体層３４２の成膜を１回で行う場合には、基板温度は、１
００℃以上６００℃以下とすればよく、好ましくは基板温度が２００℃以上５００℃以下
とする。なお、酸化物半導体層３４２の成膜時に、基板を加熱する温度を高くすることで
、非晶質な部分に対して結晶部分の占める割合の多いＣＡＡＣ－ＯＳとすることができる
。
【０１８５】
また、酸化物半導体層３４２の成膜を２回に分ける場合には、基板を基板温度１００℃以
上４５０℃以下に保ちながら、絶縁層３２４の上に１層目の酸化物半導体層３４２を成膜
し、窒素、酸素、希ガス、または乾燥空気の雰囲気下で、５５０℃以上基板の歪み点未満
の熱処理を行う。該熱処理によって、１層目の酸化物半導体層３４２の表面を含む領域に
結晶領域（板状結晶を含む）が形成される。そして、２層目の酸化物半導体層３４２を１
層目の酸化物半導体層３４２よりも厚く形成する。その後、再び５５０℃以上基板の歪み
点未満の熱処理を行い、表面を含む領域に、結晶領域（板状結晶を含む）が形成された１
層目の酸化物半導体層３４２を結晶成長の種として、上方に結晶成長させ、２層目の酸化
物半導体層３４２の全体を結晶化させる。なお、１層目の酸化物半導体層３４２は１ｎｍ
以上１０ｎｍ以下で成膜することが好ましい。
【０１８６】
上述の成膜方法によれば、酸化物半導体層３４２が、５ｎｍ程度の膜厚であっても、短チ
ャネル効果を抑制することができるため、好ましい。
【０１８７】
なお、ＣＡＡＣ－ＯＳに含まれる結晶部分の結晶性は、被形成面の粗さの影響を受けるた
め、上述したように絶縁層３２４の表面は可能な限り平坦にしておくことが望ましい。ま
た、絶縁層３２４の表面の平均面粗さは、例えば、０．１ｎｍ以上０．５ｎｍ未満とする
ことが好ましい。絶縁層３２４表面を平坦化させることにより、ＣＡＡＣ－ＯＳに含まれ
る結晶部分の連続性を向上させることができる。また、絶縁層３２４の表面を平坦化させ
ることにより、非晶質な部分に対して結晶部分の占める割合の多いＣＡＡＣ－ＯＳとする
ことができる。
【０１８８】
スパッタリング法により成膜される酸化物半導体層３４２中には、水素又は水、水酸基を
含む化合物などが含まれていることがある。水素や水などは、ドナー準位を形成しやすい
ため、酸化物半導体にとっては不純物である。したがって、スパッタリング法を用いて、
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酸化物半導体層３４２を成膜する際、できる限り酸化物半導体層３４２に含まれる水素濃
度を低減させることが好ましい。
【０１８９】
水素濃度を低減させるためには、酸化物半導体層３４２の成膜時に、スパッタリング装置
の処理室のリークレートを１×１０－１０Ｐａ・ｍ３／秒以下とすることで、スパッタリ
ング法による成膜途中における酸化物半導体層３４２中へ、アルカリ金属、水素化物等の
不純物の混入を低減することができる。また、排気系として吸着型の真空ポンプ（例えば
、クライオポンプなど）を用いることで、排気系からアルカリ金属、水素原子、水素分子
、水、水酸基を含む化合物、または水素化物等の不純物の逆流を低減することができる。
【０１９０】
また、ターゲットの純度を、９９．９９％以上とすることで、酸化物半導体層に混入する
アルカリ金属、水素原子、水素分子、水、水酸基、または水素化物等を低減することがで
きる。また、当該ターゲットを用いることで、酸化物半導体層中の、リチウム、ナトリウ
ム、カリウム等のアルカリ金属の濃度を低減することができる。
【０１９１】
なお、酸化物半導体は不純物に対して鈍感であり、膜中にはかなりの金属不純物が含まれ
ていても問題がなく、ナトリウム（Ｎａ）のようなアルカリ金属が多量に含まれる廉価な
ソーダ石灰ガラスも使えると指摘されている（神谷、野村、細野、「アモルファス酸化物
半導体の物性とデバイス開発の現状」、固体物理、２００９年９月号、Ｖｏｌ．４４、ｐ
ｐ．６２１－６３３．）。しかし、このような指摘は適切でない。アルカリ金属は酸化物
半導体を構成する元素ではないため、不純物である。アルカリ土類金属も、酸化物半導体
を構成する元素ではない場合において、不純物となる。特に、アルカリ金属のうちＮａは
、酸化物半導体層に接する絶縁層が酸化物である場合、当該絶縁層中に拡散してＮａ＋と
なる。また、Ｎａは、酸化物半導体層内において、酸化物半導体を構成する金属と酸素の
結合を分断する、或いは、その結合中に割り込む。その結果、例えば、閾値電圧がマイナ
ス方向にシフトすることによるノーマリオン化、移動度の低下等の、トランジスタの特性
の劣化が起こり、加えて、特性のばらつきも生じる。この不純物によりもたらされるトラ
ンジスタの特性の劣化と、特性のばらつきは、酸化物半導体層中の水素濃度が十分に低い
場合において顕著に現れる。従って、酸化物半導体層中の水素濃度が１×１０１８／ｃｍ
３以下、より好ましくは１×１０１７／ｃｍ３以下である場合には、上記不純物の濃度を
低減することが望ましい。具体的に、二次イオン質量分析法によるＮａ濃度の測定値は、
５×１０１６／ｃｍ３以下、好ましくは１×１０１６／ｃｍ３以下、更に好ましくは１×
１０１５／ｃｍ３以下とするとよい。同様に、Ｌｉ濃度の測定値は、５×１０１５／ｃｍ
３以下、好ましくは１×１０１５／ｃｍ３以下とするとよい。同様に、Ｋ濃度の測定値は
、５×１０１５／ｃｍ３以下、好ましくは１×１０１５／ｃｍ３以下とするとよい。
【０１９２】
スパッタリング装置の処理室内に供給するスパッタリングガスとして、水素、水、水酸基
を含む化合物、水素化物などの不純物が除去された高純度の希ガス（代表的にはアルゴン
）、酸素、および希ガスと酸素との混合ガスを適宜用いる。例えば、アルゴンの純度を、
９Ｎ（９９．９９９９９９９％）以上（Ｈ２Ｏは、０．１ｐｐｂ、Ｈ２は、０．５ｐｐｂ
）とし、露点－１２１℃とする。また、酸素の濃度は、８Ｎ（９９．９９９９９９％）以
上（Ｈ２Ｏは、１ｐｐｂ、Ｈ２は、１ｐｐｂ）とし、露点－１１２℃とする。また、希ガ
スと酸素の混合ガスを用いる場合には、酸素の流量比率を大きくすることが好ましい。
【０１９３】
成膜条件の一例としては、基板とターゲットの間との距離を１００ｍｍ、圧力０．６Ｐａ
、直流（ＤＣ）電源電力０．５ｋＷ、スパッタリングガスとして酸素（酸素流量比率１０
０％）を用いる条件が適用される。なお、パルス直流（ＤＣ）電源を用いると、成膜時に
発生する塵埃が軽減でき、膜厚分布も均一となるために好ましい。
【０１９４】
上記のようにすることで、水素の混入が低減された酸化物半導体層３４２を成膜すること
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ができる。なお、上記スパッタリング装置を用いても、酸化物半導体層３４２には少なか
らず窒素を含んで形成される。例えば、二次イオン質量分析法（ＳＩＭＳ：Ｓｅｃｏｎｄ
ａｒｙ　Ｉｏｎ　Ｍａｓｓ　Ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｒｙ）で測定される酸化物半導体層３
４２の窒素濃度は、５×１０１８ｃｍ－３未満となる。
【０１９５】
酸化物半導体層３４２中の水分又は水素などの不純物をさらに低減（脱水化または脱水素
化）するために、酸化物半導体層３４２に対して、熱処理を行うことが好ましい。例えば
、減圧雰囲気下、窒素や希ガスなどの不活性雰囲気下、酸化性雰囲気下、又は超乾燥エア
（ＣＲＤＳ（キャビティリングダウンレーザー分光法）方式の露点計を用いて測定した場
合の水分量が２０ｐｐｍ（露点換算で－５５℃）以下、好ましくは１ｐｐｍ以下、好まし
くは１０ｐｐｂ以下の空気）雰囲気下で、酸化物半導体層３４２に熱処理を施す。なお、
酸化性雰囲気とは、酸素、オゾンまたは窒化酸素などの酸化性ガスを１０ｐｐｍ以上含有
する雰囲気をいう。また、不活性雰囲気とは、前述の酸化性ガスが１０ｐｐｍ未満であり
、その他、窒素または希ガスで充填された雰囲気をいう。
【０１９６】
熱処理の温度は、例えば、１５０℃以上基板歪み点温度未満、好ましくは２５０℃以上４
５０℃以下、さらに好ましくは３００℃以上４５０℃以下とする。処理時間は３分～２４
時間とする。２４時間を超える熱処理は生産性の低下を招くため好ましくない。
【０１９７】
熱処理に用いる加熱装置に特別な限定はなく、抵抗発熱体などの発熱体からの熱伝導また
は熱輻射によって、被処理物を加熱する装置を備えていてもよい。例えば、電気炉や、Ｌ
ＲＴＡ（Ｌａｍｐ　Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）装置、ＧＲＴＡ（Ｇａ
ｓ　Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）装置等のＲＴＡ（Ｒａｐｉｄ　Ｔｈｅ
ｒｍａｌ　Ａｎｎｅａｌ）装置を用いることができる。ＬＲＴＡ装置は、ハロゲンランプ
、メタルハライドランプ、キセノンアークランプ、カーボンアークランプ、高圧ナトリウ
ムランプ、高圧水銀ランプなどのランプから発する光（電磁波）の輻射により、被処理物
を加熱する装置である。ＧＲＴＡ装置は、高温のガスを用いて熱処理を行う装置である。
【０１９８】
熱処理を行うことによって、酸化物半導体層３４２から水素（水、水酸基を含む化合物）
などの不純物を放出させることができる。これにより、酸化物半導体層３４２中の不純物
を低減することができる。
【０１９９】
また、熱処理を行うことによって、酸化物半導体層３４２から不安定なキャリア源である
水素を脱離させることができるため、トランジスタのしきい値電圧がマイナス方向へ変動
することを抑制させることができる。さらに、トランジスタの信頼性を向上させることが
できる。
【０２００】
なお、酸化物半導体層３４２は、複数の酸化物半導体層が積層された構造としてもよい。
例えば、酸化物半導体層３４２を、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層の積層
として、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層に異なる組成の金属酸化物を用い
てもよい。例えば、第１の酸化物半導体層に三元系金属の酸化物を用い、第２の酸化物半
導体層に二元系金属の酸化物を用いてもよい。また、例えば、第１の酸化物半導体層と第
２の酸化物半導体層を、どちらも三元系金属の酸化物としてもよい。
【０２０１】
また、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層の構成元素を同一とし、両者の組成
を異ならせてもよい。例えば、第１の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１
：１：１とし、第２の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝３：１：２として
もよい。また、第１の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：３：２とし、
第２の酸化物半導体層の原子数比をＩｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝２：１：３としてもよい。
【０２０２】
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この時、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層のうち、ゲート電極に近い側（チ
ャネル側）の酸化物半導体層のＩｎとＧａの含有率をＩｎ＞Ｇａとするとよい。またゲー
ト電極から遠い側（バックチャネル側）の酸化物半導体層のＩｎとＧａの含有率をＩｎ≦
Ｇａとするとよい。
【０２０３】
酸化物半導体では主として重金属のｓ軌道がキャリア伝導に寄与しており、Ｉｎの含有率
を多くすることによりｓ軌道のオーバーラップが多くなる傾向があるため、Ｉｎ＞Ｇａの
組成となる酸化物はＩｎ≦Ｇａの組成となる酸化物と比較して高い移動度を備える。また
、ＧａはＩｎと比較して酸素欠損の形成エネルギーが大きく酸素欠損が生じにくいため、
Ｉｎ≦Ｇａの組成となる酸化物はＩｎ＞Ｇａの組成となる酸化物と比較して安定した特性
を備える。
【０２０４】
チャネル側にＩｎ＞Ｇａの組成となる酸化物半導体を適用し、バックチャネル側にＩｎ≦
Ｇａの組成となる酸化物半導体を適用することで、トランジスタの移動度及び信頼性をさ
らに高めることが可能となる。
【０２０５】
また、第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層に、結晶性の異なる酸化物半導体を
適用してもよい。すなわち、単結晶酸化物半導体、多結晶酸化物半導体、非晶質酸化物半
導体、またはＣＡＡＣ－ＯＳを適宜組み合わせた構成としてもよい。
【０２０６】
第１の酸化物半導体層と第２の酸化物半導体層の少なくともどちらか一方に非晶質酸化物
半導体を適用すると、酸化物半導体層３４２の内部応力や外部からの応力を緩和し、トラ
ンジスタの特性ばらつきが低減され、また、トランジスタの信頼性をさらに高めることが
可能となる。
【０２０７】
一方で、非晶質酸化物半導体は水素などのドナーとなる不純物を吸収しやすく、また、酸
素欠損が生じやすいためｎ型化されやすい。このため、チャネル側の酸化物半導体層は、
ＣＡＡＣ－ＯＳなどの結晶性を有する酸化物半導体を適用することが好ましい。
【０２０８】
また、トランジスタとしてボトムゲート構造のチャネルエッチング型のトランジスタを用
いる場合、バックチャネル側に非晶質酸化物半導体を用いると、ソース電極及びドレイン
電極形成時のエッチング処理により酸素欠損が生じ、ｎ型化されやすい。このため、チャ
ネルエッチング型のトランジスタを用いる場合は、バックチャネル側の酸化物半導体層に
結晶性を有する酸化物半導体を適用することが好ましい。
【０２０９】
また、酸化物半導体層３４２を３層以上の積層構造とし、複数層の結晶性を有する酸化物
半導体層で非晶質酸化物半導体層を挟む構造としてもよい。また、結晶性を有する酸化物
半導体層と非晶質酸化物半導体層を交互に積層する構造としてもよい。
【０２１０】
酸化物半導体層３４２を複数層の積層構造とする場合の上記構成は、それぞれを適宜組み
合わせて用いることができる。
【０２１１】
次に、フォトリソグラフィ法により酸化物半導体層３４２上にレジストマスクを形成し、
該レジストマスクを用いて、酸化物半導体層３４２を所望の形状にエッチングし、島状の
酸化物半導体層３４２ａを形成する（図１０（Ｂ）参照）。
【０２１２】
なお、フォトリソグラフィ法を用いて導電層や絶縁層上に任意形状のレジストマスクを形
成する工程をフォトリソグラフィ工程というが、一般にレジストマスク形成後には、エッ
チング工程とレジストマスクの剥離工程が行われることが多い。このため、特段の説明が
無い限り、本明細書でいうフォトリソグラフィ工程には、レジストマスクの形成工程と、
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導電層または絶縁層のエッチング工程と、レジストマスクの剥離工程が含まれているもの
とする。
【０２１３】
酸化物半導体層３４２のエッチングは、ドライエッチング法でもウェットエッチング法で
もよく、両方を用いてもよい。ウェットエッチング法により、酸化物半導体層３４２のエ
ッチングを行う場合は、エッチング液として、燐酸と酢酸と硝酸を混ぜた溶液や、シュウ
酸を含む溶液などを用いることができる。また、ＩＴＯ－０７Ｎ（関東化学社製）を用い
てもよい。また、ドライエッチング法で酸化物半導体層３４２のエッチングを行う場合は
、例えば、ＥＣＲまたはＩＣＰなどの高密度プラズマ源を用いたドライエッチング法を用
いることができる。
【０２１４】
また、島状の酸化物半導体層３４２ａを形成するための酸化物半導体層３４２のエッチン
グは、島状の酸化物半導体層３４２ａの端部がテーパー形状となるようにエッチングする
ことが好ましい。島状の酸化物半導体層３４２ａの端部をテーパー形状とすることで、酸
化物半導体層３４２ａの端部を越えて形成される層の段切れを防止し、酸化物半導体層３
４２ａ上に形成される層の被覆性を向上させることができる。
【０２１５】
なお、本実施の形態では、酸化物半導体層３４２を成膜した直後に熱処理を行う場合につ
いて説明したが、酸化物半導体層３４２を島状の酸化物半導体層３４２ａに加工した後に
熱処理を行っても良い。
【０２１６】
次に、フォトリソグラフィ工程を用いて絶縁層３２４の一部を選択的に除去し、電極３１
３に達する開口３２５を形成する。
【０２１７】
次に、酸化物半導体層３４２ａなどの上に導電層３４３（図示せず）を形成した後、フォ
トリソグラフィ工程により導電層３４３を所望の形状にエッチングして、ソース電極３４
４ａ、ドレイン電極３４４ｂを形成する（図１０（Ｃ）参照）。ここで、ソース電極３４
４ａは、容量素子の一対の電極のうちの、一方の電極として機能する。また、ドレイン電
極３４４ｂは、開口３２５を介して電極３１３と電気的に接続する。
【０２１８】
導電層３４３は、スパッタリング法、真空蒸着法、またはメッキ法を用いて形成すること
ができる。また、導電層３４３は、アルミニウム（Ａｌ）、クロム（Ｃｒ）、銅（Ｃｕ）
、タンタル（Ｔａ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、タングステン（Ｗ）、ネオ
ジム（Ｎｄ）、スカンジウム（Ｓｃ）から選ばれた金属材料、上述した金属元素を成分と
する合金材料、上述した金属元素の窒化物材料などを用いて形成することができる。また
、マンガン（Ｍｎ）、マグネシウム（Ｍｇ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、ベリリウム（Ｂｅ
）のいずれか一または複数から選択された金属元素を含む材料用いてもよい。
【０２１９】
また、ソース電極３４４ａ、ドレイン電極３４４ｂとなる導電層は、単層構造でも、二層
以上の積層構造としてもよい。例えば、シリコンを含むアルミニウムを用いた単層構造、
アルミニウム上にチタンを積層する二層構造、窒化チタン上にチタンを積層する二層構造
、窒化チタン上にタングステンを積層する二層構造、窒化タンタル上にタングステンを積
層する二層構造、Ｃｕ－Ｍｇ－Ａｌ合金上に銅を積層する二層構造、窒化チタン上に銅を
積層し、さらにその上にタングステンを形成する三層構造、タングステン上に銅を積層し
、さらにその上に窒化タンタルを形成する三層構造などがある。電極となる導電層に銅を
用いることにより、電極の配線抵抗を低減することができる。また、銅を、タングステン
、モリブデン、タンタルなどの高融点金属や、該金属の窒化物と積層することで、銅の他
の層への拡散を防止できる。なお、導電層３４３を、チタンや窒化チタンの単層構造とす
る場合には、ソース電極３４４ａ、ドレイン電極３４４ｂの端部にテーパー形状を付加す
る加工が容易であるというメリットがある。
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【０２２０】
また、導電層３４３として、酸化インジウム、酸化インジウム酸化スズ（ＩＴＯともいう
）、酸化インジウム酸化亜鉛、酸化亜鉛、ガリウムを添加した酸化亜鉛、グラフェンなど
を用いることもできる。導電層３４３のエッチングは、ドライエッチング法またはウェッ
トエッチング法により行うことができる。また、ドライエッチング法とウェットエッチン
グ法の両方を組み合わせて行ってもよい。
【０２２１】
導電層３４３のエッチングをドライエッチング法で行う場合は、エッチングガスとしてハ
ロゲン元素を含むガスを用いることができる。ハロゲン元素を含むガスの一例としては、
塩素（Ｃｌ２）、三塩化硼素（ＢＣｌ３）、四塩化珪素（ＳｉＣｌ４）もしくは四塩化炭
素（ＣＣｌ４）などを代表とする塩素系ガス、四フッ化炭素（ＣＦ４）、六フッ化硫黄（
ＳＦ６）、三フッ化窒素（ＮＦ３）もしくはトリフルオロメタン（ＣＨＦ３）などを代表
とするフッ素系ガス、臭化水素（ＨＢｒ）または酸素を適宜用いることができる。また用
いるエッチング用ガスに不活性気体を添加してもよい。また、ドライエッチング法として
は、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ：Ｒｅａｃｔｉｖｅ　Ｉｏｎ　Ｅｔｃｈｉｎｇ）法
を用いることができる。
【０２２２】
また、プラズマ源として、容量結合型プラズマ（ＣＣＰ：Ｃａｐａｃｉｔｉｖｅｌｙ　Ｃ
ｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ）、誘導結合プラズマ（ＩＣＰ：Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　
Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ）、電子サイクロトロン共鳴（ＥＣＲ：Ｅｌｅｃｔｒｏｎ
　Ｃｙｃｌｏｔｒｏｎ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ）プラズマ、ヘリコン波励起プラズマ（ＨＷ
Ｐ：Ｈｅｌｉｃｏｎ　Ｗａｖｅ　Ｐｌａｓｍａ）、マイクロ波励起表面波プラズマ（ＳＷ
Ｐ：Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｗａｖｅ　Ｐｌａｓｍａ）などを用いることができる。特に、ＩＣ
Ｐ、ＥＣＲ、ＨＷＰ、及びＳＷＰは、高密度のプラズマを生成することができる。ドライ
エッチング法で行うエッチング（以下、「ドライエッチング処理」ともいう。）は、所望
の加工形状にエッチングできるように、エッチング条件（コイル型の電極に印加される電
力量、基板側の電極に印加される電力量、基板側の電極温度等）を適宜調節して行う。
【０２２３】
導電層３４３の一部を選択的にエッチングして形成されるソース電極３４４ａ及びドレイ
ン電極３４４ｂ（これと同じ層で形成される他の電極または配線を含む）は、その端部を
テーパー形状とすることが好ましい。具体的には、端部のテーパー角θ（図１０（Ｃ）参
照）を、８０°以下、好ましくは６０°以下、さらに好ましくは４５°以下とする。なお
、テーパー角θとは、テーパー形状を有する層を、その断面（基板の表面と直交する面）
方向から観察した際に、当該層の側面と底面がなす当該層内の角度を示す。また、テーパ
ー角が９０°未満である場合を順テーパーといい、テーパー角が９０°以上である場合を
逆テーパーという。
【０２２４】
また、ソース電極３４４ａ及びドレイン電極３４４ｂの端部の断面形状を複数段の階段形
状とすることで、その上に被覆する層の被覆性を向上させることもできる。なお、ソース
電極３４４ａ及びドレイン電極３４４ｂに限らず、各層の端部の断面形状を順テーパー形
状または階段形状とすることで、その上に被覆する層が途切れてしまう現象（段切れ）を
防ぎ、被覆性を良好なものとすることができる。
【０２２５】
次に、ソース電極３４４ａ、ドレイン電極３４４ｂ、及び酸化物半導体層３４２ａを覆う
ように、ゲート絶縁層３４６を形成する（図１０（Ｄ）参照）。
【０２２６】
ゲート絶縁層３４６は、ＣＶＤ法やスパッタリング法等を用いて形成することができる。
また、ゲート絶縁層３４６は、酸化シリコン、窒化シリコン、酸化窒化シリコン、酸化ガ
リウム、酸化アルミニウム、酸化タンタルなどを用いることができる。また、ゲート絶縁
層３４６として、酸化ハフニウム、酸化イットリウム、ハフニウムシリケート（ＨｆＳｉ
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ｘＯｙ（ｘ＞０、ｙ＞０））、窒素が添加されたハフニウムシリケート（ＨｆＳｉｘＯｙ

Ｎｚ（ｘ＞０、ｙ＞０、ｚ＞０））、窒素が添加されたハフニウムアルミネート（ＨｆＡ
ｌｘＯｙＮｚ（ｘ＞０、ｙ＞０、ｚ＞０））などの高誘電率（ｈｉｇｈ－ｋ）材料を用い
ることもできる。ゲート絶縁層３４６は、単層構造としても良いし、上記の材料を組み合
わせて積層構造としても良い。また、その厚さは特に限定されないが、記憶装置を微細化
する場合には、トランジスタの動作を確保するために薄くすることが望ましい。例えば、
酸化シリコンを用いる場合には、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下、好ましくは１０ｎｍ以上５
０ｎｍ以下とすることができる。
【０２２７】
また、ゲート絶縁層３４６は、酸化物半導体層３４２ａと同種の成分を含む材料を用いる
と好ましい。このような材料は酸化物半導体との相性が良く、これを酸化物半導体と接す
る層に用いることで、半導体層と該層の界面状態を良好に保つことができる。ここで、「
酸化物半導体と同種の成分」とは、酸化物半導体の構成元素から選択される一または複数
の元素を含むことを意味する。例えば、酸化物半導体がＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系の酸化物半導
体材料によって構成される場合、同種の成分を含む絶縁材料としては、酸化ガリウムや酸
化ガリウム亜鉛などがある。
【０２２８】
また、ゲート絶縁層３４６を積層構造とする場合には、酸化物半導体と同種の成分でなる
絶縁材料で形成された層ａと、層ａと異なる材料を含む層ｂとの積層構造としてもよい。
例えば、酸化物半導体がＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系の酸化物半導体材料によって構成される場合
、酸化物半導体と接する層ａを酸化ガリウムで形成し、層ｂを酸化窒化シリコンで形成し
てもよい。
【０２２９】
なお、ゲート絶縁層３４６に酸化物半導体層３４２ａの成分元素と同じ族の元素を用いる
場合には、同様の効果を得ることが可能である。例えば、酸化アルミニウムを含む材料を
用いてゲート絶縁層３４６を形成することも有効である。なお、酸化アルミニウムは、水
を透過させにくいという特性を有しているため、当該材料を用いることは、酸化物半導体
層への水の侵入防止という点においても好ましい。
【０２３０】
なお、酸化物半導体層３４２（または酸化物半導体層３４２ａ）に熱処理を行うと、水素
などが放出されるとともに、酸化物半導体層３４２に含まれる酸素も放出されてしまう。
酸素が放出されることにより、酸化物半導体層３４２には、酸素欠損が生じてしまう。酸
素欠損の一部はドナーとなるため、酸化物半導体層３４２にキャリアを発生させる原因と
なり、トランジスタの特性に影響を与えるおそれがある。
【０２３１】
そこで、酸化物半導体層３４２ａに接するゲート絶縁層３４６として、熱処理により酸素
が脱離する絶縁層を用いることが好ましい。
【０２３２】
本明細書等において、「熱処理により酸素が脱離する」とは、ＴＤＳ（Ｔｈｅｒｍａｌ　
Ｄｅｓｏｒｐｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ：昇温脱離ガス分光法）分析にて、酸
素原子に換算した酸素の脱離量（又は放出量）が１．０×１０１８ｃｍ－３以上、好まし
くは３．０×１０２０ｃｍ－３以上であることをいう。また、「熱処理により酸素が脱離
しない」とは、ＴＤＳ分析にて、酸素原子に換算した酸素の脱離量（又は放出量）が１．
０×１０１８ｃｍ－３未満であることをいう。
【０２３３】
以下、酸素の放出量をＴＤＳ分析で酸素原子に換算して定量する方法について説明する。
【０２３４】
ＴＤＳ分析したときの気体の脱離量は、イオン強度の積分値に比例する。このため、絶縁
層のイオン強度の積分値と、標準試料の基準値に対する比とにより、気体の脱離量を計算
することができる。標準試料の基準値とは、所定の密度の原子を含む試料において、当該
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原子に相当するイオン強度の積分値に対する当該原子の密度の割合である。
【０２３５】
例えば、標準試料である所定の密度の水素を含むシリコンウェハのＴＤＳ分析結果、およ
び絶縁層のＴＤＳ分析結果から、絶縁層の酸素分子の脱離量（ＮＯ２）は、下記の数式３
で求めることができる。ここで、ＴＤＳ分析で得られる質量数３２で検出されるガスの全
てが酸素分子由来と仮定する。質量数３２のものとしてＣＨ３ＯＨがあるが、存在する可
能性が低いものとしてここでは考慮しない。また、酸素原子の同位体である質量数１７の
酸素原子及び質量数１８の酸素原子を含む酸素分子についても、自然界における存在比率
が極微量であるため考慮しない。
【０２３６】
【数３】

【０２３７】
ＮＨ２は、標準試料から脱離した水素分子を密度で換算した値である。ＳＨ２は、標準試
料をＴＤＳ分析したときのイオン強度の積分値である。ここで、標準試料の基準値を、Ｎ

Ｈ２／ＳＨ２とする。ＳＯ２は、絶縁層をＴＤＳ分析したときのイオン強度の積分値であ
る。αは、ＴＤＳ分析におけるイオン強度に影響する係数である。上述の式の詳細に関し
ては、特開平６－２７５６９７号公報を参照できる。なお、上記した酸素の脱離量の数値
は、電子科学株式会社製の昇温脱離分析装置ＥＭＤ－ＷＡ１０００Ｓ／Ｗを用い、標準試
料として１×１０１６ｃｍ－３の水素原子を含むシリコンウェハを用いて測定した数値で
ある。
【０２３８】
また、ＴＤＳ分析において、酸素の一部は酸素原子として検出される。酸素分子と酸素原
子の比率は、酸素分子のイオン化率から算出することができる。なお、上述のαは酸素分
子のイオン化率を含むため、酸素分子の脱離量を評価することで、酸素原子の脱離量につ
いても見積もることができる。
【０２３９】
なお、ＮＯ２は酸素分子の脱離量である。絶縁層においては、酸素原子に換算したときの
酸素の脱離量は、酸素分子の脱離量の２倍となる。
【０２４０】
熱処理により酸素が脱離する膜の一例として、酸素が過剰な酸化シリコン（ＳｉＯｘ（ｘ
＞２））がある。酸素が過剰な酸化シリコン（ＳｉＯｘ（ｘ＞２））とは、シリコン原子
数の２倍より多い酸素原子を単位体積当たりに含むものである。単位体積当たりのシリコ
ン原子数および酸素原子数は、ラザフォード後方散乱法により測定した値である。
【０２４１】
酸化物半導体層３４２ａに接する絶縁層（例えば、絶縁層３２４やゲート絶縁層３４６）
として、熱処理により酸素が脱離する絶縁層を用い、ゲート絶縁層３４６の成膜後のいず
れかの工程の後に、熱処理を行うことにより、絶縁層３２４やゲート絶縁層３４６から酸
素が脱離し、酸化物半導体層３４２ａに酸素を供給することができる。これにより、酸化
物半導体層３４２ａに生じた酸素欠損を補償し、酸素欠損を低減することができる。よっ
て、酸化物半導体層３４２ａにキャリアの生成を抑制することができるため、トランジス
タの特性の変動を抑制することができる。
【０２４２】
次に、ゲート絶縁層３４６上に、導電層３４８（図示せず）を成膜した後、フォトリソグ
ラフィ工程により導電層３４８を所望の形状にエッチングして、ゲート電極３４８ａ、電
極３４８ｂ（これと同じ層で形成される他の電極または配線を含む）を形成する（図１０
（Ｄ）参照）。電極３４８ｂは、容量素子の電極として機能する。
【０２４３】
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導電層３４８は、導電層３４３と同様の材料及び方法で形成することができる。また、リ
ン等の不純物元素を含有させた多結晶シリコンに代表される半導体、ニッケルシリサイド
などのシリサイドを用いてもよい。
【０２４４】
また、導電層３４８は、インジウム錫酸化物、酸化タングステンを含むインジウム酸化物
、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化物、
酸化チタンを含むインジウム錫酸化物、インジウム亜鉛酸化物、酸化ケイ素を添加したイ
ンジウム錫酸化物などの酸素を含む導電性材料を適用することもできる。また、上記酸素
を含む導電性材料と、他の金属元素を含む材料の積層構造とすることもできる。
【０２４５】
また、ノーマリーオフのスイッチング素子を実現するために、５ｅＶ（電子ボルト）以上
、好ましくは５．５ｅＶ以上の仕事関数を有する材料をゲート電極３４８ａとなる導電層
３４８に用いて、トランジスタのしきい値電圧をプラスにすることが好ましい。具体的に
は、Ｉｎ－Ｎ結合を有し、且つ、固有抵抗が１×１０－１～１×１０－４Ω・ｃｍ、好ま
しくは固有抵抗が５×１０－２～１×１０－４Ω・ｃｍを有する材料を導電層３４８とし
て用いる。その材料の一例としては、窒素を含むＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物や、窒素を含
むＩｎ－Ｓｎ系酸化物や、窒素を含むＩｎ－Ｇａ系酸化物や、窒素を含むＩｎ－Ｚｎ系酸
化物や、窒素を含むＩｎ系酸化物や、金属窒化物（ＩｎＮなど）などが挙げられる。導電
層３４８のエッチングは、ドライエッチング法またはウェットエッチング法により行うこ
とができる。また、ドライエッチング法とウェットエッチング法の両方を組み合わせて行
ってもよい。
【０２４６】
次に、ゲート電極３４８ａ及び電極３４８ｂが形成された後に、ゲート電極３４８ａ、ソ
ース電極３４４ａ、ドレイン電極３４４ｂをマスクとして、酸化物半導体層３４２ａに、
ｎ型の導電性を付与するドーパントを添加し、一対のドーパント領域３４９ａ、３４９ｂ
を形成する（図１１（Ａ）参照）。なお、酸化物半導体層３４２ａのうち、ドーパント領
域３４９ａとドーパント領域３４９ｂとの間に挟まれた領域が、チャネル形成領域となる
。
【０２４７】
また、チャネル形成領域は、酸化物半導体層３４２ａにおいて、ゲート絶縁層３４６を介
してゲート電極３４８ａと重なる領域に形成される。よって、トランジスタのチャネル長
（Ｌ）は、ゲート電極３４８ａのソースドレイン方向の長さによって決定される（図１１
（Ａ）参照）。なお、チャネル長（Ｌ）が３０ｎｍ未満のトランジスタを形成する場合に
用いるレジストマスク形成のための露光を行う際には、数ｎｍ～数十ｎｍと波長の短い超
紫外線（Ｅｘｔｒｅｍｅ　Ｕｌｔｒａｖｉｏｌｅｔ）を用いるのが望ましい。超紫外線に
よる露光は、解像度が高く焦点深度も大きい。従って、トランジスタのチャネル長（Ｌ）
を、１０ｎｍ以上１０００ｎｍ（１μｍ）以下とすることも可能であり、回路の動作速度
を高めることが可能である。また、微細化によって、半導体装置の消費電力を低減するこ
とも可能である。
【０２４８】
また、チャネル長（Ｌ）が３０ｎｍ未満のトランジスタを形成する場合には、電子線描画
装置（ＥＢ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｂｅａｍ）露光機ともいう。）を用いてレジストマスク
を形成することもできる。ＥＢ露光機を用いると、極めて微細なレジストマスクを形成で
きるため、微細化したトランジスタを作製するために好適である。
【０２４９】
ドーパント領域３４９ａ、ドーパント領域３４９ｂを形成するためのドーパントの添加は
、イオン注入法を用いることができる。ドーパントは、例えばヘリウム、アルゴン、キセ
ノンなどの希ガスや、窒素、リン、ヒ素、アンチモンなどの１５族原子などを用いること
ができる。例えば、窒素をドーパントとして用いた場合、ドーパント領域３４９ａ、ドー
パント領域３４９ｂ中の窒素原子の濃度は、５×１０１９／ｃｍ３以上１×１０２２／ｃ
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ｍ３以下であることが望ましい。ｎ型の導電性を付与するドーパントが添加されているド
ーパント領域３４９ａ、ドーパント領域３４９ｂは、酸化物半導体層３４２ａ中の他の領
域に比べて導電性が高くなる。よって、ドーパント領域３４９ａ、ドーパント領域３４９
ｂを酸化物半導体層３４２ａに設けることで、ソース電極３４４ａ、ドレイン電極３４４
ｂの間の抵抗を下げることができる。
【０２５０】
次に、ゲート絶縁層３４６、ゲート電極３４８ａ、および電極３４８ｂ上に、絶縁層３５
０及び絶縁層３５２を形成する（図１１（Ａ）参照）。絶縁層３５０及び絶縁層３５２は
、ＰＶＤ法やＣＶＤ法などを用いて形成することができる。また、酸化シリコン、酸窒化
シリコン、窒化シリコン、酸化ハフニウム、酸化ガリウム、酸化アルミニウム等の無機絶
縁材料を含む材料、ポリイミド、アクリル等の有機材料を含む材料を用いて形成すること
ができる。なお、絶縁層３５０及び絶縁層３５２には、誘電率の低い材料や、誘電率の低
い構造（多孔性の構造など）を用いることが望ましい。絶縁層３５０及び絶縁層３５２の
誘電率を低くすることにより、配線や電極などの間に生じる容量を低減し、動作の高速化
を図ることができるためである。例えば、絶縁層３５０に、無機材料を含む材料を用い、
絶縁層３５２に有機材料を含む材料を用いることもできる。
【０２５１】
また、酸化アルミニウムは、水素や水などに対するブロッキング性を有するため、絶縁層
３５０として用いることで、半導体装置の外部から混入する水素や水などが、酸化物半導
体層３４２ａに混入することを防止することができるため、好ましい。また、酸化アルミ
ニウムは、酸素に対するブロッキング性も有するため、酸化物半導体層３４２ａに含まれ
る酸素が外方拡散されてしまうことを抑制することもできる。絶縁層３５０として、酸化
アルミニウムを用いることにより、水素や水などが酸化物半導体層３４２ａに混入するこ
とを防止するとともに、酸化物半導体層３４２ａに含まれる酸素が外方拡散されてしまう
ことを抑制することができるため、トランジスタの電気的特性の変動を抑制することがで
きる。
【０２５２】
次に、ゲート絶縁層３４６、絶縁層３５０、及び絶縁層３５２に、ドレイン電極３４４ｂ
にまで達する開口３５５を形成する。開口３５５の形成は、フォトリソグラフィ工程によ
り行うことができる。その後、ドレイン電極３４４ｂに接する導電層を形成する。次に、
導電層に、エッチング処理又はＣＭＰ処理を行うことにより、電極３５４を形成する（図
１１（Ｂ）参照）。
【０２５３】
次に、絶縁層３５２上に、電極３５４と接するように、配線３５６を形成する（図１１（
Ｂ）参照）。電極３５４及び配線３５６は、ゲート電極３４８ａ、ソース電極３４４ａ等
と同様の材料及び方法を用いて形成することができる。
【０２５４】
また、電極３５４を設けず、開口３５５を介して配線３５６とドレイン電極３４４ｂを接
続させてもよい。また、電極３５４の形成前に開口３２５を含む領域にＰＶＤ法によりチ
タンを薄く形成し、その後に、電極３５４またはドレイン電極３４４ｂを形成してもよい
。ここで、ＰＶＤ法により形成されるチタンは、被形成面の酸化膜（自然酸化膜など）を
還元し、下部電極など（ここでは、ドレイン電極３４４ｂ）との接触抵抗を低減させる機
能を有する。また、チタンとアルミニウムを積層することで、アルミニウム層のヒロック
を防止することができる。また、チタンや窒化チタンなどによるバリア層を形成した後に
、メッキ法により銅を形成してもよい。
【０２５５】
トランジスタ１１３のゲート電極３１２ａ、トランジスタ１１１のゲート電極３１２ｂ及
び電極３１３は電気的に接続されている。よって、トランジスタ１１３のゲート電極３１
２ａ及びトランジスタ１１１のゲート電極３１２ｂは、トランジスタ１１５のドレイン電
極３４４ｂと電気的に接続されている。なお、配線３５６を介して、トランジスタ１１１
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、トランジスタ１１３、及びトランジスタ１１５を図示しない他のトランジスタや端子と
接続することもできる。
【０２５６】
上述の作製方法を用いることにより、記憶素子１１０が有するトランジスタ１１１、トラ
ンジスタ１１３、及びトランジスタ１１５を形成することができる（図１１（Ｂ）参照）
。なお、記憶素子１１０が有するトランジスタ１１２、トランジスタ１１４、及びトラン
ジスタ１１７も同様に作製することができ、また、トランジスタ１１１、トランジスタ１
１３、及びトランジスタ１１５等と同時に作製することができる。
【０２５７】
また、上述の作製方法を用いることにより、酸化物半導体以外の半導体材料を用いたトラ
ンジスタ上に、酸化物半導体材料を用いたトランジスタが形成された半導体装置を作製す
ることができる。
【０２５８】
また、上述の作製方法を用いることにより、水素やアルカリ金属の不純物が極めて低減さ
れた酸化物半導体層３４２ａを得ることができる。このように酸化物半導体層３４２ａに
含まれる水素濃度は、５×１０１９ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下、望ましくは５×１０１８ａ
ｔｏｍｓ／ｃｍ３以下、より望ましくは５×１０１７ａｔｏｍｓ／ｃｍ３以下とすること
ができる。また、酸化物半導体層３４２ａ中に含まれる、Ｌｉ、Ｎａなどのアルカリ金属
、及びＣａなどのアルカリ土類金属などの不純物濃度は、具体的に、二次イオン質量分析
法によるＮａ濃度の測定値は、５×１０１６／ｃｍ３以下、好ましくは１×１０１６／ｃ
ｍ３以下、更に好ましくは１×１０１５／ｃｍ３以下とするとよい。同様に、Ｌｉ濃度の
測定値は、５×１０１５／ｃｍ３以下、好ましくは１×１０１５／ｃｍ３以下とするとよ
い。同様に、Ｋ濃度の測定値は、５×１０１５／ｃｍ３以下、好ましくは１×１０１５／
ｃｍ３以下とすることができる。
【０２５９】
このような酸化物半導体層３４２ａをチャネルが形成される半導体層に用いたトランジス
タは、オフ電流を極めて小さくすることが可能となる。具体的には、チャネル幅１μｍあ
たりのオフ電流を１００ｚＡ以下、さらには１０ｚＡ以下とすることができる。このオフ
電流は、チャネルが形成される半導体層に結晶性を有するシリコンを用いたトランジスタ
のオフ電流と比較して、極めて低い値である。このように、チャネルが形成される半導体
層に酸化物半導体を用いたトランジスタ１１５は、オフ電流を極めて小さいため、図１に
示す記憶素子１１０が有する記憶回路１０２及び記憶回路１０３に退避させたデータを、
長期にわたり保持することができる。
【０２６０】
また、本実施の形態に係るトランジスタは、比較的高い電界効果移動度を有するため、図
１に示すトランジスタ１１５及びトランジスタ１１７に用いることにより、記憶回路１０
２及び記憶回路１０３を高速動作させることが可能となる。したがって、図１に示す半導
体装置において、電源の供給を停止する前に、論理回路１０１から記憶回路１０２及び記
憶回路１０３へ短時間でデータを移すことができる。また、電源の供給を再開した後、記
憶回路１０２及び記憶回路１０３から論理回路１０１へ短時間でデータを戻すことができ
る。
【０２６１】
本発明の一態様に係る記憶素子は、チャネルが形成される半導体層に酸化物半導体以外の
半導体を用いたトランジスタで構成される論理回路１０１上に、チャネルが形成される半
導体層に酸化物半導体を用いたトランジスタ１１５で構成される記憶回路１０２、及びト
ランジスタ１１７で構成される記憶回路１０３を形成することができる。このように、チ
ャネルが形成される半導体層に酸化物半導体を用いたトランジスタ１１５及びトランジス
タ１１７は、チャネルが形成される半導体層に酸化物半導体以外の半導体を用いたトラン
ジスタの上に積層することが可能であるため、３次元的に記憶素子を構成することができ
る。したがって、記憶素子の占有面積を削減することができる。
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【０２６２】
ところで、不揮発性のランダムアクセスメモリとして磁気トンネル接合素子（ＭＴＪ（Ｍ
ａｇｎｅｔｉｃ　Ｔｕｎｎｅｌｉｎｇ　Ｊｕｎｃｔｉｏｎ）素子）が知られている。ＭＴ
Ｊ素子は、絶縁層を介して上下に配置している磁性体のスピンの向きが並行であれば低抵
抗状態、反並行であれば高抵抗状態となることで情報を記憶する素子である。したがって
、本発明の一態様に係る記憶素子とは原理が全く異なっている。表１はＭＴＪ素子と、本
発明の一態様に係る記憶素子との対比を示す。
【０２６３】
【表１】

【０２６４】
ＭＴＪ素子は磁性材料を使用するためキュリー温度以上にすると磁性が失われてしまうと
いう欠点がある。また、ＭＴＪ素子は電流駆動であるため、シリコンのバイポーラデバイ
スと相性が良いが、バイポーラデバイスは集積化に不向きである。そして、ＭＴＪ素子は
書き込み電流が微少とはいえメモリの大容量化によって消費電力が増大してしまうといっ
た問題がある。
【０２６５】
原理的にＭＴＪ素子は磁界耐性に弱く強磁界にさらされると磁化の向きが狂いやすい。ま
た、ＭＴＪ素子に用いる磁性体のナノスケール化によって生じる磁化揺らぎを制御する必
要がある。
【０２６６】
さらに、ＭＴＪ素子は希土類元素を使用するため、金属汚染を嫌うシリコン半導体のプロ
セスに組み入れるには相当の注意を要する。ＭＴＪ素子はビット当たりの材料コストから
見ても高価であると考えられる。
【０２６７】
一方、本実施の形態で示す酸化物半導体を用いたトランジスタは、チャネルを形成する半
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導体材料が金属酸化物であること以外は、素子構造や動作原理がシリコンＭＯＳＦＥＴと
同様である。また、酸化物半導体を用いたトランジスタは磁界の影響を受けず、ソフトエ
ラーも生じ得ないといった特質を有する。このことからシリコン集積回路と非常に整合性
が良いといえる。
【０２６８】
本実施の形態に示す構成、方法などは、他の実施の形態に示す構成、方法などと適宜組み
合わせて用いることができる。
【０２６９】
（実施の形態４）
本実施の形態では、チャネルが形成される半導体層に酸化物半導体を用いたトランジスタ
の、他の構成例について説明する。
【０２７０】
図１２（Ａ）に示すトランジスタ４１１は、下地層４１２上に形成されたソース電極４１
４ａ及びドレイン電極４１４ｂと、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂ上に形
成された酸化物半導体層４１３と、酸化物半導体層４１３、ソース電極４１４ａ、及びド
レイン電極４１４ｂ上のゲート絶縁層４１５と、ゲート絶縁層４１５上において酸化物半
導体層４１３と重なる位置に設けられたゲート電極４１６と、ゲート電極４１６上におい
て酸化物半導体層４１３を覆う保護絶縁層４１７とを有する。
【０２７１】
図１２（Ａ）に示すトランジスタ４１１は、ゲート電極４１６が酸化物半導体層４１３の
上に形成されているトップゲート型であり、かつ、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極
４１４ｂが酸化物半導体層４１３の下に形成されているボトムコンタクト型である。そし
て、トランジスタ４１１は、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂと、ゲート電
極４１６とが重なっていないので、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂとゲー
ト電極４１６との間に形成される寄生容量を小さく抑えることができ、高速動作を実現す
ることができる。
【０２７２】
また、酸化物半導体層４１３は、ゲート電極４１６が形成された後に酸化物半導体層４１
３にｎ型の導電性を付与するドーパントを添加することで得られる、一対のドーパント領
域４１８ａ及びドーパント領域４１８ｂを有する。また、酸化物半導体層４１３のうち、
ゲート絶縁層４１５を間に挟んでゲート電極４１６と重なる領域がチャネル形成領域４１
９である。酸化物半導体層４１３では、一対のドーパント領域４１８ａ及びドーパント領
域４１８ｂの間にチャネル形成領域４１９が設けられている。ドーパント領域４１８ａ及
びドーパント領域４１８ｂを形成するためのドーパントの添加は、イオン注入法を用いる
ことができる。ドーパントは、例えばヘリウム、アルゴン、キセノンなどの希ガスや、窒
素、リン、ヒ素、アンチモン、ホウ素などを用いることができる。
【０２７３】
例えば、窒素をドーパントとして用いた場合、ドーパント領域４１８ａ及びドーパント領
域４１８ｂ中の窒素原子の濃度は、５×１０１９／ｃｍ３以上１×１０２２／ｃｍ３以下
であることが望ましい。
【０２７４】
ｎ型の導電性を付与するドーパントが添加されているドーパント領域４１８ａ及びドーパ
ント領域４１８ｂは、酸化物半導体層４１３中の他の領域に比べて導電性が高くなる。よ
って、ドーパント領域４１８ａ及びドーパント領域４１８ｂを酸化物半導体層４１３に設
けることで、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂの間の抵抗を下げることがで
きる。
【０２７５】
また、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物を酸化物半導体層４１３に用いた場合、窒素を添加した
後、３００℃以上６００℃以下程度で加熱処理を施すことにより、ドーパント領域４１８
ａ及びドーパント領域４１８ｂ中の酸化物半導体はウルツ鉱型の結晶構造を有するように
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なる。ドーパント領域４１８ａ及びドーパント領域４１８ｂ中の酸化物半導体がウルツ鉱
型の結晶構造を有することで、さらにドーパント領域４１８ａ及びドーパント領域４１８
ｂの導電性を高め、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂの間の抵抗を下げるこ
とができる。なお、ウルツ鉱型の結晶構造を有する酸化物半導体を形成して、ソース電極
４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂの間の抵抗を効果的に下げるためには、窒素をドーパ
ントとして用いた場合、ドーパント領域４１８ａ及びドーパント領域４１８ｂ中の窒素原
子の濃度を、１×１０２０／ｃｍ３以上７ａｔｏｍｓ％以下とすることが望ましい。しか
し、窒素原子が上記範囲よりも低い濃度であっても、ウルツ鉱型の結晶構造を有する酸化
物半導体が得られる場合もある。
【０２７６】
また、酸化物半導体層４１３は、ＣＡＡＣ－ＯＳで構成されていても良い。酸化物半導体
層４１３がＣＡＡＣ－ＯＳで構成されている場合、非晶質の場合に比べて酸化物半導体層
４１３の導電率を高めることができるので、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４
ｂの間の抵抗を下げることができる。
【０２７７】
そして、ソース電極４１４ａ及びドレイン電極４１４ｂの間の抵抗を下げることで、トラ
ンジスタ４１１の微細化を進めても、高いオン電流と、高速動作を確保することができる
。また、トランジスタ４１１の微細化により、当該トランジスタを用いた半導体装置の占
有面積を縮小化し、単位面積あたりのトランジスタ数を高めることができる。
【０２７８】
図１２（Ｂ）に示すトランジスタ４２１は、下地層４２２上に形成された、酸化物半導体
層４２３と、酸化物半導体層４２３上に形成されたソース電極４２４ａ及びドレイン電極
４２４ｂと、酸化物半導体層４２３、ソース電極４２４ａ及びドレイン電極４２４ｂ上の
ゲート絶縁層４２５と、ゲート絶縁層４２５上において酸化物半導体層４２３と重なる位
置に設けられたゲート電極４２６と、ゲート電極４２６上において酸化物半導体層４２３
を覆う保護絶縁層４２７を有する。さらに、トランジスタ４２１は、ゲート電極４２６の
側面に設けられた、絶縁層で形成されたサイドウォール４２０ａ、サイドウォール４２０
ｂを有する。
【０２７９】
図１２（Ｂ）に示すトランジスタ４２１は、ゲート電極４２６が酸化物半導体層４２３の
上に形成されているトップゲート型であり、かつ、ソース電極４２４ａ及びドレイン電極
４２４ｂが酸化物半導体層４２３の上に形成されているトップコンタクト型である。そし
て、トランジスタ４２１は、トランジスタ４１１と同様に、ソース電極４２４ａまたはド
レイン電極４２４ｂと、ゲート電極４２６とが重なっていないので、ソース電極４２４ａ
またはドレイン電極４２４ｂと、ゲート電極４２６との間に形成される寄生容量を小さく
抑えることができ、高速動作を実現することができる。
【０２８０】
また、酸化物半導体層４２３は、ゲート電極４２６が形成された後に酸化物半導体層４２
３にｎ型の導電性を付与するドーパントを添加することで得られる、一対の高濃度ドーパ
ント領域４２８ａ及び高濃度ドーパント領域４２８ｂと、一対の低濃度ドーパント領域４
２９ａ及び低濃度ドーパント領域４２９ｂとを有する。また、酸化物半導体層４２３のう
ち、ゲート絶縁層４２５を間に挟んでゲート電極４２６と重なる領域がチャネル形成領域
４５１である。酸化物半導体層４２３では、一対の高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高
濃度ドーパント領域４２８ｂの間に、一対の低濃度ドーパント領域４２９ａ及び低濃度ド
ーパント領域４２９ｂが設けられ、一対の低濃度ドーパント領域４２９ａ及び低濃度ドー
パント領域４２９ｂの間にチャネル形成領域４５１が設けられている。そして、一対の低
濃度ドーパント領域４２９ａ及び低濃度ドーパント領域４２９ｂは、酸化物半導体層４２
３中の、ゲート絶縁層４２５を間に挟んでサイドウォール４２０ａ、サイドウォール４２
０ｂと重なる領域に設けられている。
【０２８１】
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高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高濃度ドーパント領域４２８ｂ及び低濃度ドーパント
領域４２９ａ及び低濃度ドーパント領域４２９ｂは、上述した、トランジスタ４１１が有
するドーパント領域４１８ａ及びドーパント領域４１８ｂの場合と同様に、イオン注入法
を用いて形成することができる。そして、高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高濃度ドー
パント領域４２８ｂを形成するためのドーパントの種類については、ドーパント領域４１
８ａ及びドーパント領域４１８ｂの場合を参照することができる。
【０２８２】
例えば、窒素をドーパントとして用いた場合、高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高濃度
ドーパント領域４２８ｂ中の窒素原子の濃度は、５×１０１９／ｃｍ３以上１×１０２２

／ｃｍ３以下であることが望ましい。また、例えば、窒素をドーパントとして用いた場合
、低濃度ドーパント領域４２９ａ及び低濃度ドーパント領域４２９ｂ中の窒素原子の濃度
は、５×１０１８／ｃｍ３以上５×１０１９／ｃｍ３未満であることが望ましい。
【０２８３】
ｎ型の導電性を付与するドーパントが添加されている高濃度ドーパント領域４２８ａ及び
高濃度ドーパント領域４２８ｂは、酸化物半導体層４２３中の他の領域に比べて導電性が
高くなる。よって、高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高濃度ドーパント領域４２８ｂを
酸化物半導体層４２３に設けることで、ソース電極４２４ａとドレイン電極４２４ｂの間
の抵抗を下げることができる。また、低濃度ドーパント領域４２９ａ及び低濃度ドーパン
ト領域４２９ｂをチャネル形成領域４５１と高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高濃度ド
ーパント領域４２８ｂの間に設けることで、短チャネル効果によるしきい値電圧のマイナ
スシフトを軽減することができる。
【０２８４】
また、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物を酸化物半導体層４２３に用いた場合、窒素を添加した
後、３００℃以上６００℃以下程度で加熱処理を施すことにより、高濃度ドーパント領域
４２８ａ及び高濃度ドーパント領域４２８ｂ中の酸化物半導体はウルツ鉱型の結晶構造を
有するようになる。またさらに、低濃度ドーパント領域４２９ａ及び低濃度ドーパント領
域４２９ｂも、窒素の濃度によっては、上記加熱処理によりウルツ鉱型の結晶構造を有す
る場合もある。高濃度ドーパント領域４２８ａ及び高濃度ドーパント領域４２８ｂ中の酸
化物半導体がウルツ鉱型の結晶構造を有することで、さらに高濃度ドーパント領域４２８
ａ及び高濃度ドーパント領域４２８ｂの導電性を高め、ソース電極４２４ａとドレイン電
極４２４ｂの間の抵抗を下げることができる。なお、ウルツ鉱型の結晶構造を有する酸化
物半導体を形成して、ソース電極４２４ａとドレイン電極４２４ｂの間の抵抗を効果的に
下げるためには、窒素をドーパントとして用いた場合、高濃度ドーパント領域４２８ａ及
び高濃度ドーパント領域４２８ｂ中の窒素原子の濃度を、１×１０２０／ｃｍ３以上７ａ
ｔｏｍｓ％以下とすることが望ましい。しかし、窒素原子が上記範囲よりも低い濃度であ
っても、ウルツ鉱型の結晶構造を有する酸化物半導体が得られる場合もある。
【０２８５】
また、酸化物半導体層４２３は、ＣＡＡＣ－ＯＳで構成されていても良い。酸化物半導体
層４２３がＣＡＡＣ－ＯＳで構成されている場合、非晶質の場合に比べて酸化物半導体層
４２３の導電率を高めることができるので、ソース電極４２４ａとドレイン電極４２４ｂ
の間の抵抗を下げることができる。
【０２８６】
そして、ソース電極４２４ａとドレイン電極４２４ｂの間の抵抗を下げることで、トラン
ジスタ４２１の微細化を進めても、高いオン電流と、高速動作を確保することができる。
また、トランジスタ４２１の微細化により、当該トランジスタを用いたメモリセルの占め
る面積を縮小化し、セルアレイの単位面積あたりの記憶容量を高めることができる。
【０２８７】
図１２（Ｃ）に示すトランジスタ４３１は、下地層４３２上に形成されたソース電極４３
４ａ及びドレイン電極４３４ｂと、ソース電極４３４ａ及びドレイン電極４３４ｂ上に形
成された活性層として機能する酸化物半導体層４３３と、酸化物半導体層４３３、ソース
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電極４３４ａ、及びドレイン電極４３４ｂ上のゲート絶縁層４３５と、ゲート絶縁層４３
５上において酸化物半導体層４３３と重なる位置に設けられたゲート電極４３６と、ゲー
ト電極４３６上において酸化物半導体層４３３を覆う保護絶縁層４３７とを有する。さら
に、トランジスタ４３１は、ゲート電極４３６の側面に設けられた、絶縁層で形成された
サイドウォール４３０ａ及びサイドウォール４３０ｂを有する。
【０２８８】
図１２（Ｃ）に示すトランジスタ４３１は、ゲート電極４３６が酸化物半導体層４３３の
上に形成されているトップゲート型であり、なおかつ、ソース電極４３４ａ及びドレイン
電極４３４ｂが酸化物半導体層４３３の下に形成されているボトムコンタクト型である。
そして、トランジスタ４３１は、トランジスタ４１１と同様に、ソース電極４３４ａ及び
ドレイン電極４３４ｂと、ゲート電極４３６とが重なっていないので、ソース電極４３４
ａとゲート電極４３６の間、またはドレイン電極４３４ｂとゲート電極４３６の間に形成
される寄生容量を小さく抑えることができ、高速動作を実現することができる。
【０２８９】
また、酸化物半導体層４３３は、ゲート電極４３６が形成された後に酸化物半導体層４３
３にｎ型の導電性を付与するドーパントを添加することで得られる、一対の高濃度ドーパ
ント領域４３８ａ及び高濃度ドーパント領域４３８ｂと、一対の低濃度ドーパント領域４
３９ａ及び低濃度ドーパント領域４３９ｂとを有する。また、酸化物半導体層４３３のう
ち、ゲート絶縁層４３５を間に挟んでゲート電極４３６と重なる領域がチャネル形成領域
４６１である。酸化物半導体層４３３では、一対の高濃度ドーパント領域４３８ａ及び高
濃度ドーパント領域４３８ｂの間に、一対の低濃度ドーパント領域４３９ａ及び低濃度ド
ーパント領域４３９ｂが設けられ、一対の低濃度ドーパント領域４３９ａ及び低濃度ドー
パント領域４３９ｂの間に、チャネル形成領域４６１が設けられている。そして、一対の
低濃度ドーパント領域４３９ａ及び低濃度ドーパント領域４３９ｂは、酸化物半導体層４
３３中の、ゲート絶縁層４３５を間に挟んでサイドウォール４３０ａ及びサイドウォール
４３０ｂと重なる領域に設けられている。
【０２９０】
高濃度ドーパント領域４３８ａ、高濃度ドーパント領域４３８ｂ、低濃度ドーパント領域
４３９ａ、及び低濃度ドーパント領域４３９ｂは、上述した、トランジスタ４１１が有す
るドーパント領域４１８ａ及びドーパント領域４１８ｂの場合と同様に、イオン注入法を
用いて形成することができる。そして、高濃度ドーパント領域４３８ａ及び高濃度ドーパ
ント領域４３８ｂを形成するためのドーパントの種類については、ドーパント領域４１８
ａ及びドーパント領域４１８ｂの場合を参照することができる。
【０２９１】
例えば、窒素をドーパントとして用いた場合、高濃度ドーパント領域４３８ａ及び高濃度
ドーパント領域４３８ｂ中の窒素原子の濃度は、５×１０１９／ｃｍ３以上１×１０２２

／ｃｍ３以下であることが望ましい。また、例えば、窒素をドーパントとして用いた場合
、低濃度ドーパント領域４３９ａ及び低濃度ドーパント領域４３９ｂ中の窒素原子の濃度
は、５×１０１８／ｃｍ３以上５×１０１９／ｃｍ３未満であることが望ましい。
【０２９２】
ｎ型の導電性を付与するドーパントが添加されている高濃度ドーパント領域４３８ａ及び
高濃度ドーパント領域４３８ｂは、酸化物半導体層４３３中の他の領域に比べて導電性が
高くなる。よって、高濃度ドーパント領域４３８ａ及び高濃度ドーパント領域４３８ｂを
酸化物半導体層４３３に設けることで、ソース電極４３４ａとドレイン電極４３４ｂの間
の抵抗を下げることができる。また、低濃度ドーパント領域４３９ａ及び低濃度ドーパン
ト領域４３９ｂをチャネル形成領域４６１と高濃度ドーパント領域４３８ａ及び高濃度ド
ーパント領域４３８ｂの間に設けることで、短チャネル効果によるしきい値電圧のマイナ
スシフトを軽減することができる。
【０２９３】
また、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物を酸化物半導体層４３３に用いた場合、窒素を添加した
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後、３００℃以上６００℃以下程度で加熱処理を施すことにより、高濃度ドーパント領域
４３８ａ及び高濃度ドーパント領域４３８ｂ中の酸化物半導体はウルツ鉱型の結晶構造を
有するようになる。またさらに、低濃度ドーパント領域４３９ａ及び低濃度ドーパント領
域４３９ｂも、窒素の濃度によっては、上記加熱処理によりウルツ鉱型の結晶構造を有す
る場合もある。高濃度ドーパント領域４３８ａ及び高濃度ドーパント領域４３８ｂ中の酸
化物半導体がウルツ鉱型の結晶構造を有することで、さらに高濃度ドーパント領域４３８
ａ及び高濃度ドーパント領域４３８ｂの導電性を高め、ソース電極４３４ａとドレイン電
極４３４ｂの間の抵抗を下げることができる。なお、ウルツ鉱型の結晶構造を有する酸化
物半導体を形成して、ソース電極４３４ａとドレイン電極４３４ｂの間の抵抗を効果的に
下げるためには、窒素をドーパントとして用いた場合、高濃度ドーパント領域４３８ａ及
び高濃度ドーパント領域４３８ｂ中の窒素原子の濃度を、１×１０２０／ｃｍ３以上７ａ
ｔｏｍｓ％以下とすることが望ましい。しかし、窒素原子が上記範囲よりも低い濃度であ
っても、ウルツ鉱型の結晶構造を有する酸化物半導体が得られる場合もある。
【０２９４】
また、酸化物半導体層４３３は、ＣＡＡＣ－ＯＳで構成されていても良い。酸化物半導体
層４３３がＣＡＡＣ－ＯＳで構成されている場合、非晶質の場合に比べて酸化物半導体層
４３３の導電率を高めることができるので、ソース電極４３４ａとドレイン電極４３４ｂ
の間の抵抗を下げることができる。
【０２９５】
そして、ソース電極４３４ａとドレイン電極４３４ｂの間の抵抗を下げることで、トラン
ジスタ４３１の微細化を進めても、高いオン電流と、高速動作を確保することができる。
また、トランジスタ４３１の微細化により、当該トランジスタを用いた半導体装置の占め
る面積を縮小化し、単位面積あたりのトランジスタ数を高めることができる。
【０２９６】
なお、酸化物半導体を用いたトランジスタにおいて、ソース領域またはドレイン領域とし
て機能する高濃度ドーパント領域をセルフアラインプロセスにて作製する方法の一つとし
て、酸化物半導体層の表面を露出させて、アルゴンプラズマ処理をおこない、酸化物半導
体層のプラズマにさらされた領域の抵抗率を低下させる方法が開示されている（Ｓ．　Ｊ
ｅｏｎ　ｅｔ　ａｌ．　”１８０ｎｍ　Ｇａｔｅ　Ｌｅｎｇｔｈ　Ａｍｏｒｐｈｏｕｓ　
ＩｎＧａＺｎＯ　Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｈｉｇｈ　Ｄｅ
ｎｓｉｔｙ　Ｉｍａｇｅ　Ｓｅｎｓｏｒ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ”，　ＩＥＤＭ　Ｔ
ｅｃｈ．　Ｄｉｇ．，　ｐｐ．５０４―５０７，　２０１０．）。
【０２９７】
しかしながら、上記作製方法では、ゲート絶縁層を形成した後に、ソース領域またはドレ
イン領域となるべき部分を露出するべく、ゲート絶縁層を部分的に除去する必要がある。
よって、ゲート絶縁層が除去される際に、下層の酸化物半導体層も部分的にオーバーエッ
チングされ、ソース領域またはドレイン領域となるべき部分の膜厚が小さくなってしまう
。その結果、ソース領域またはドレイン領域の抵抗が増加し、また、オーバーエッチング
によるトランジスタの特性不良が起こりやすくなる。
【０２９８】
トランジスタの微細化を進めるには、加工精度の高いドライエッチング法を採用する必要
がある。しかし、上記オーバーエッチングは、酸化物半導体層とゲート絶縁層の選択比が
十分に確保できないドライエッチング法を採用する場合に、顕著に起こりやすい。
【０２９９】
例えば、酸化物半導体層が十分な厚さであればオーバーエッチングも問題にはならないが
、チャネル長を２００ｎｍ以下とする場合には、短チャネル効果を防止する上で、チャネ
ル形成領域となる部分の酸化物半導体層の厚さは２０ｎｍ以下、好ましくは１０ｎｍ以下
であることが求められる。そのような薄い酸化物半導体層を扱う場合には、酸化物半導体
層のオーバーエッチングは、上述したような、ソース領域またはドレイン領域の抵抗が増
加、トランジスタの特性不良を生じさせるため、好ましくない。
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【０３００】
しかし、本発明の一態様のように、酸化物半導体層へのドーパントの添加を、酸化物半導
体層を露出させず、ゲート絶縁層を残したまま行うことで、酸化物半導体層のオーバーエ
ッチングを防ぎ、酸化物半導体層への過剰なダメージを軽減することができる。また、加
えて、酸化物半導体層とゲート絶縁層の界面も清浄に保たれる。従って、トランジスタの
特性及び信頼性を高めることができる。
【０３０１】
また、酸化物半導体層より下層に位置する下地層や、上層に位置する保護絶縁層は、アル
カリ金属や、水素及び酸素に対するバリア性の高い材料を用いるのが望ましい。例えば、
バリア性の高い絶縁層として、窒化珪素、窒化酸化珪素、窒化アルミニウム、酸化アルミ
ニウム、酸化窒化アルミニウム、又は窒化酸化アルミニウムなどを用いることができる。
下地層及び保護絶縁層をバリア性の高い絶縁層の単層または積層、もしくは、バリア性の
高い絶縁層と、バリア性の低い絶縁層の積層としてもよい。
【０３０２】
酸化物半導体層をバリア性の高い絶縁層で覆うことにより、外部からの不純物の侵入を防
ぐとともに、酸化物半導体層中からの酸素脱離を防ぐことができる。よって、トランジス
タの信頼性を向上させることができる。
【０３０３】
図１２（Ｄ）に示すトランジスタ４４１は、絶縁層４４２中にゲート電極４４６、電極４
７７、電極４７８が埋め込まれた構成を有する。このような構成は、ゲート電極４４６、
電極４７７、電極４７８上に絶縁層４４２を形成した後、ＣＭＰ処理やエッチング処理に
よりゲート電極４４６、電極４７７、電極４７８の上面を露出させることで実現すること
ができる。また、ＣＭＰ処理とエッチング処理を組み合わせてゲート電極４４６、電極４
７７、電極４７８の上面を露出させてもよい。
【０３０４】
また、トランジスタ４４１は、ゲート電極４４６上に形成されたゲート絶縁層４４５と、
ゲート絶縁層４４５上に形成された酸化物半導体層４４３と、酸化物半導体層４４３上に
形成されたソース電極４４４ａ及びドレイン電極４４４ｂを有する。ソース電極４４４ａ
及びドレイン電極４４４ｂの端部は、階段形状に加工されている。また、ソース電極４４
４ａ及びドレイン電極４４４ｂ上に、酸化物半導体層４４３の一部と接して形成された絶
縁層４４９を有し、絶縁層４４９上に形成された電極４７６と、電極４７６上に形成され
た保護絶縁層４４７を有する。
【０３０５】
図１２（Ｄ）に示すトランジスタ４４１は、ゲート電極４４６が酸化物半導体層４４３の
下に形成されているボトムゲート型であり、なおかつ、ソース電極４４４ａ及びドレイン
電極４４４ｂが酸化物半導体層４４３の下に形成されているボトムコンタクト型である。
トランジスタ４４１のチャネル長（Ｌ）は、酸化物半導体層４４３と接するソース電極４
４４ａ及びドレイン電極４４４ｂの間隔によって決定される。
【０３０６】
また、酸化物半導体層４４３と接するゲート絶縁層４４５と絶縁層４４９は、酸素を多く
含む絶縁層とすることが好ましい。
【０３０７】
電極４７６は、ゲート電極４４６、ソース電極４４４ａ、及びドレイン電極４４４ｂと同
様の材料及び方法で形成することができる。電極４７６は、ゲート電極４４６と電極４７
６で酸化物半導体層４４３のチャネル形成領域を挟むように配置される。電極４７６は、
ソース電極４４４ａまたはドレイン電極４４４ｂのどちらか一方に電気的に接続しても良
いし、ゲート電極４４６に電気的に接続してもよい。また、どこにも接続せず電気的に浮
遊した状態（フローティング）としても良い。電極４７６を設けると、複数のトランジス
タを形成した時のトランジスタ間の特性ばらつきが低減し、半導体装置の動作が安定する
効果が得られる。
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【０３０８】
また、電極４７６は、バックゲート電極として機能させることができる。一般に、バック
ゲート電極は、ゲート電極とバックゲート電極で半導体層のチャネル形成領域を挟むよう
に配置される。バックゲート電極は導電層で形成され、ゲート電極と同様に機能させるこ
とができる。電極４７６は、ゲート電極４４６と電極４７６で酸化物半導体層４４３のチ
ャネル形成領域を挟むように配置されるため、バックゲート電極として機能させることが
できる。よって、電極４７６は、ゲート電極４４６と同様に機能させることができる。ま
た、ゲート電極４４６の電位とは別に、電極４７６の電位を変化させることで、トランジ
スタのしきい値電圧を変化させることができる。また、電極４７６をゲート電極として用
いて、ゲート電極４４６をバックゲート電極として用いることも可能である。
【０３０９】
本実施の形態に示す構成、方法などは、他の実施の形態に示す構成、方法などと適宜組み
合わせて用いることができる。
【０３１０】
（実施の形態５）
本実施の形態では、先の実施の形態で示した記憶装置を用いた信号処理回路の構成につい
て説明する。
【０３１１】
図１３に、本発明の一態様に係る信号処理回路の一例を示す。信号処理回路は、一または
複数の演算回路と、一または複数の記憶装置とを少なくとも有する。具体的に、図１３に
示す信号処理回路５００は、演算回路５０１、演算回路５０２、記憶装置５０３、記憶装
置５０４、記憶装置５０５、制御装置５０６、電源制御回路５０７、記憶装置５０８を有
する。
【０３１２】
演算回路５０１、演算回路５０２は、単純な論理演算を行う論理回路をはじめ、加算器、
乗算器、さらには各種演算回路などを含む。そして、記憶装置５０３は、演算回路５０１
における演算処理の際に、データを一時的に保持するレジスタとして機能する。記憶装置
５０４は、演算回路５０２における演算処理の際に、データを一時的に保持するレジスタ
として機能する。
【０３１３】
また、記憶装置５０５はメインメモリとして用いることができ、制御装置５０６が実行す
るプログラムをデータとして記憶する、或いは演算回路５０１、演算回路５０２からのデ
ータを記憶することができる。
【０３１４】
制御装置５０６は、信号処理回路５００が有する演算回路５０１、演算回路５０２、記憶
装置５０３、記憶装置５０４、記憶装置５０５、記憶装置５０８の動作を統括的に制御す
る回路である。なお、図１３では、制御装置５０６が信号処理回路５００の一部である構
成を示しているが、制御装置５０６は信号処理回路５００の外部に設けられていても良い
。
【０３１５】
また、記憶装置への電源の供給が停止されるのに合わせて、当該記憶装置とデータのやり
取りを行う演算回路または制御回路への、電源の供給を停止するようにしても良い。例え
ば、演算回路５０１と記憶装置５０３において、動作が行われない場合、演算回路５０１
及び記憶装置５０３への電源の供給を停止するようにしても良い。
【０３１６】
また、電源制御回路５０７は、信号処理回路５００が有する演算回路５０１、演算回路５
０２、記憶装置５０３、記憶装置５０４、記憶装置５０５、制御装置５０６、記憶装置５
０８へ供給する電源の大きさを制御する。そして、電源の供給を停止する場合、電源の供
給を停止するためのスイッチング素子は、電源制御回路５０７に設けられていても良いし
、演算回路５０１、演算回路５０２、記憶装置５０３、記憶装置５０４、記憶装置５０５
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、制御装置５０６、記憶装置５０８のそれぞれに設けられていても良い。後者の場合、電
源制御回路５０７は、必ずしも本発明の一態様に係る信号処理回路に設ける必要はない。
【０３１７】
また、メインメモリである記憶装置５０５と、制御装置５０６との間に、キャッシュメモ
リとして機能する記憶装置５０８を設けることが好ましい。キャッシュメモリを設けるこ
とで、低速なメインメモリへのアクセスを減らして演算処理などの信号処理を高速化させ
ることができる。
【０３１８】
記憶装置５０３、記憶装置５０４、記憶装置５０８のそれぞれに、本発明の一態様に係る
記憶装置を用いることで、短時間、電源の供給を停止しても記憶装置のデータを保持する
ことができる。また、記憶装置に保持されたデータを外部の不揮発性記憶装置にデータを
移す必要がなくなるため、短時間で電源の供給を停止することができる。また、電源の供
給を開始した後も、記憶装置に保持されたデータを短時間で電源供給停止前の状態に復元
することができる。このような記憶装置５０３、記憶装置５０４、記憶装置５０８を信号
処理回路５００に用いることで、短時間の電源供給停止も容易に行うことができ、消費電
力を低減することができる。
【０３１９】
本実施の形態に示す構成、方法などは、他の実施の形態に示す構成、方法などと適宜組み
合わせて用いることができる。
【０３２０】
（実施の形態６）
本発明の一態様に係る記憶素子、記憶装置または信号処理回路は、さまざまな電子機器（
遊技機も含む）に適用することができる。電子機器としては、例えば、テレビジョン装置
（テレビ、またはテレビジョン受信機ともいう）、コンピュータ用などのモニタ、デジタ
ルカメラ、デジタルビデオカメラ等のカメラ、デジタルフォトフレーム、携帯電話機（携
帯電話、携帯電話装置ともいう）、携帯型ゲーム機、携帯情報端末、音響再生装置、パチ
ンコ機などの大型ゲーム機などが挙げられる。上記実施の形態で説明した記憶素子、記憶
装置または信号処理回路が搭載された電子機器の例について説明する。
【０３２１】
図１４（Ａ）は、ノート型のパーソナルコンピュータであり、本体３００１、筐体３００
２、表示部３００３、キーボード３００４などによって構成されている。筐体３００２の
内部には、本発明の一態様に係る記憶素子、記憶装置または信号処理回路が搭載されてい
る。そのため、必要に応じて電力の供給を停止することができる。また、本発明の一態様
に係る記憶装置または信号処理回路は、電源の供給の停止動作、及び電源の供給の再開動
作が速いため、短時間の電源供給停止が容易であり、ノート型のパーソナルコンピュータ
の消費電力を効率よく低減することができる。
【０３２２】
図１４（Ｂ）は、携帯情報端末（ＰＤＡ）であり、本体３０２１には表示部３０２３と、
外部インターフェイス３０２５と、操作ボタン３０２４等が設けられている。また操作用
の付属品としてスタイラス３０２２がある。本体３０２１内部には、本発明の一態様に係
る記憶素子、記憶装置または信号処理回路が搭載されている。そのため、必要に応じて電
力の供給を停止することができる。また、本発明の一態様に係る記憶装置または信号処理
回路は、電源の供給の停止動作、及び電源の供給の再開動作が速いため、短時間の電源供
給停止が容易であり、携帯情報端末の消費電力を効率よく低減することができる。
【０３２３】
図１４（Ｃ）は、電子書籍の一例を示している。例えば、電子書籍は、筐体２７０６およ
び筐体２７０４の２つの筐体で構成されている。筐体２７０６および筐体２７０４は、軸
部２７１２により一体とされており、該軸部２７１２を軸として開閉動作を行うことがで
きる。このような構成により、紙の書籍のような動作を行うことが可能となる。
【０３２４】
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筐体２７０６には表示部２７０５が組み込まれ、筐体２７０４には表示部２７０７が組み
込まれている。表示部２７０５および表示部２７０７は、続き画面を表示する構成として
もよいし、異なる画面を表示する構成としてもよい。異なる画面を表示する構成とするこ
とで、例えば右側の表示部（図１４（Ｃ）では表示部２７０５）に文章を表示し、左側の
表示部（図１４（Ｃ）では表示部２７０７）に画像を表示することができる。筐体２７０
４及び筐体２７０６の少なくとも一方の内部には、本発明の一態様に係る記憶素子、記憶
装置または信号処理回路が搭載されている。そのため、必要に応じて電力の供給を停止す
ることができる。また、本発明の一態様に係る記憶装置または信号処理回路は、電源の供
給の停止動作、及び電源の供給の再開動作が速いため、短時間の電源供給停止が容易であ
り、電子書籍の消費電力を効率よく低減することができる。
【０３２５】
また、図１４（Ｃ）では、筐体２７０６に操作部などを備えた例を示している。例えば、
筐体２７０６において、電源端子２７２１、操作キー２７２３、スピーカー２７２５など
を備えている。操作キー２７２３により、頁を送ることができる。なお、筐体の表示部と
同一面にキーボードやポインティングデバイスなどを備える構成としてもよい。また、筐
体の裏面や側面に、外部接続用端子（イヤホン端子、ＵＳＢ端子など）、記録媒体挿入部
などを備える構成としてもよい。さらに、電子書籍は、電子辞書としての機能を持たせた
構成としてもよい。
【０３２６】
また、電子書籍は、無線で情報を送受信できる構成としてもよい。無線により、電子書籍
サーバから、所望の書籍データなどを購入し、ダウンロードする構成とすることも可能で
ある。
【０３２７】
図１４（Ｄ）は、携帯電話であり、筐体２８００及び筐体２８０１の二つの筐体で構成さ
れている。筐体２８０１には、表示パネル２８０２、スピーカー２８０３、マイクロフォ
ン２８０４、ポインティングデバイス２８０６、カメラ用レンズ２８０７、外部接続端子
２８０８などを備えている。また、筐体２８００には、携帯電話の充電を行う太陽電池セ
ル２８１０、外部メモリスロット２８１１などを備えている。また、アンテナは筐体２８
０１内部に内蔵されている。
筐体２８００及び筐体２８０１の少なくとも一方の内部には、本発明の一態様に係る記憶
素子、記憶装置または信号処理回路が搭載されている。そのため、必要に応じて電力の供
給を停止することができる。また、本発明の一態様に係る記憶装置または信号処理回路は
、電源の供給の停止動作、及び電源の供給の再開動作が速いため、短時間の電源供給停止
が容易であり、携帯電話の消費電力を効率よく低減することができる。
【０３２８】
また、表示パネル２８０２はタッチパネルを備えており、図１４（Ｄ）には映像表示され
ている複数の操作キー２８０５を点線で示している。なお、太陽電池セル２８１０で出力
される電圧を各回路に必要な電圧に昇圧するための昇圧回路も実装している。
【０３２９】
表示パネル２８０２は、使用形態に応じて表示の方向が適宜変化する。また、表示パネル
２８０２と同一面上にカメラ用レンズ２８０７を備えているため、テレビ電話が可能であ
る。スピーカー２８０３及びマイクロフォン２８０４は音声通話に限らず、テレビ電話、
録音、再生などが可能である。さらに、筐体２８００と筐体２８０１は、スライドし、図
１４（Ｄ）のように展開している状態から重なり合った状態とすることができ、携帯に適
した小型化が可能である。
【０３３０】
外部接続端子２８０８はＡＣアダプタ及びＵＳＢケーブルなどの各種ケーブルと接続可能
であり、充電及びパーソナルコンピュータなどとのデータ通信が可能である。また、外部
メモリスロット２８１１に記録媒体を挿入し、より大量のデータ保存及び移動に対応でき
る。
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【０３３１】
また、上記機能に加えて、赤外線通信機能、テレビ受信機能などを備えたものであっても
よい。
【０３３２】
図１４（Ｅ）は、デジタルビデオカメラであり、本体３０５１、表示部（Ａ）３０５７、
接眼部３０５３、操作スイッチ３０５４、表示部（Ｂ）３０５５、バッテリー３０５６な
どによって構成されている。本体３０５１の内部には、本発明の一態様に係る記憶素子、
記憶装置または信号処理回路が搭載されている。そのため、必要に応じて電力の供給を停
止することができる。また、本発明の一態様に係る記憶装置または信号処理回路は、電源
の供給の停止動作、及び電源の供給の再開動作が速いため、短時間の電源供給停止が容易
であり、デジタルビデオカメラの消費電力を効率よく低減することができる。
【０３３３】
図１４（Ｆ）は、テレビジョン装置の一例を示している。テレビジョン装置は、筐体９６
０１に表示部９６０３が組み込まれている。表示部９６０３により、映像を表示すること
が可能である。また、ここでは、スタンド９６０５により筐体９６０１を支持した構成を
示している。筐体９６０１の内部には、本発明の一態様に係る記憶素子、記憶装置または
信号処理回路が搭載されている。そのため、必要に応じて電力の供給を停止することがで
きる。また、本発明の一態様に係る記憶装置または信号処理回路は、電源の供給の停止動
作、及び電源の供給の再開動作が速いため、短時間の電源供給停止が容易であり、テレビ
ジョン装置の消費電力を効率よく低減することができる。
【０３３４】
テレビジョン装置の操作は、筐体９６０１が備える操作スイッチや、別体のリモコン操作
機により行うことができる。また、リモコン操作機に、当該リモコン操作機から出力する
情報を表示する表示部を設ける構成としてもよい。
【０３３５】
なお、テレビジョン装置は、受信機やモデムなどを備えた構成とする。受信機により一般
のテレビ放送の受信を行うことができ、さらにモデムを介して有線または無線による通信
ネットワークに接続することにより、一方向（送信者から受信者）または双方向（送信者
と受信者間、あるいは受信者間同士など）の情報通信を行うことも可能である。
【０３３６】
本実施の形態に示す構成、方法などは、他の実施の形態に示す構成、方法などと適宜組み
合わせて用いることができる。
【符号の説明】
【０３３７】
１００　　記憶装置
１０１　　論理回路
１０２　　記憶回路
１０３　　記憶回路
１０４　　インバータ回路
１０５　　インバータ回路
１０６　　スイッチ
１０７　　スイッチ
１０８　　プリチャージ回路
１１０　　記憶素子
１１１　　トランジスタ
１１２　　トランジスタ
１１３　　トランジスタ
１１４　　トランジスタ
１１５　　トランジスタ
１１６　　容量素子
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１１７　　トランジスタ
１１８　　容量素子
１２３　　トランジスタ
１２４　　トランジスタ
２００　　記憶装置
２０１　　記憶装置
２１０　　メモリセルアレイ
２１１　　駆動回路
２１２　　駆動回路
２２１　　配線
２２２　　配線
２２３　　配線
２２４　　配線
３００　　基板
３０２　　絶縁層
３０４　　半導体層
３０８　　半導体層
３１０　　半導体層
３１２　　導電層
３１３　　電極
３２４　　絶縁層
３２５　　開口
３３０　　トランジスタ
３３１　　曲線
３４２　　酸化物半導体層
３４３　　導電層
３４６　　ゲート絶縁層
３４８　　導電層
３５０　　絶縁層
３５２　　絶縁層
３５４　　電極
３５５　　開口
３５６　　配線
４１１　　トランジスタ
４１２　　下地層
４１３　　酸化物半導体層
４１５　　ゲート絶縁層
４１６　　ゲート電極
４１７　　保護絶縁層
４１９　　チャネル形成領域
４２１　　トランジスタ
４２２　　下地層
４２３　　酸化物半導体層
４２５　　ゲート絶縁層
４２６　　ゲート電極
４２７　　保護絶縁層
４３１　　トランジスタ
４３２　　下地層
４３３　　酸化物半導体層
４３５　　ゲート絶縁層
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４３６　　ゲート電極
４３７　　保護絶縁層
４４１　　トランジスタ
４４２　　絶縁層
４４３　　酸化物半導体層
４４５　　ゲート絶縁層
４４６　　ゲート電極
４４７　　保護絶縁層
４４９　　絶縁層
４５１　　チャネル形成領域
４６１　　チャネル形成領域
４７６　　電極
４７７　　電極
４７８　　電極
５００　　信号処理回路
５０１　　演算回路
５０２　　演算回路
５０３　　記憶装置
５０４　　記憶装置
５０５　　記憶装置
５０６　　制御装置
５０７　　電源制御回路
５０８　　記憶装置
７０１　　期間
７０２　　期間
７０３　　期間
７０４　　期間
７０５　　期間
７０６　　期間
７０７　　期間
７０８　　期間
７０９　　期間
７２１　　部位
７２２　　部位
２７０４　　筐体
２７０５　　表示部
２７０６　　筐体
２７０７　　表示部
２７１２　　軸部
２７２１　　電源端子
２７２３　　操作キー
２７２５　　スピーカー
２８００　　筐体
２８０１　　筐体
２８０２　　表示パネル
２８０３　　スピーカー
２８０４　　マイクロフォン
２８０５　　操作キー
２８０６　　ポインティングデバイス
２８０７　　カメラ用レンズ
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２８０８　　外部接続端子
２８１０　　太陽電池セル
２８１１　　外部メモリスロット
３００１　　本体
３００２　　筐体
３００３　　表示部
３００４　　キーボード
３０２１　　本体
３０２２　　スタイラス
３０２３　　表示部
３０２４　　操作ボタン
３０２５　　外部インターフェイス
３０５１　　本体
３０５３　　接眼部
３０５４　　操作スイッチ
３０５６　　バッテリー
９６０１　　筐体
９６０３　　表示部
９６０５　　スタンド
３０４ａ　　半導体層
３０４ｂ　　半導体層
３０６ａ　　ゲート絶縁層
３０６ｂ　　ゲート絶縁層
３１２ａ　　ゲート電極
３１２ｂ　　ゲート電極
３１４ａ　　不純物領域
３１４ｂ　　不純物領域
３１６ａ　　不純物領域
３１６ｂ　　不純物領域
３１８ａ　　サイドウォール
３１８ｂ　　サイドウォール
３１８ｃ　　サイドウォール
３１８ｄ　　サイドウォール
３２０ａ　　不純物領域
３２０ｂ　　不純物領域
３２２ａ　　不純物領域
３２２ｂ　　不純物領域
３４２ａ　　酸化物半導体層
３４４ａ　　ソース電極
３４４ｂ　　ドレイン電極
３４８ａ　　ゲート電極
３４８ｂ　　電極
３４９ａ　　ドーパント領域
３４９ｂ　　ドーパント領域
４１４ａ　　ソース電極
４１４ｂ　　ドレイン電極
４１８ａ　　ドーパント領域
４１８ｂ　　ドーパント領域
４２０ａ　　サイドウォール
４２０ｂ　　サイドウォール
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４２４ａ　　ソース電極
４２４ｂ　　ドレイン電極
４２８ａ　　高濃度ドーパント領域
４２８ｂ　　高濃度ドーパント領域
４２９ａ　　低濃度ドーパント領域
４２９ｂ　　低濃度ドーパント領域
４３０ａ　　サイドウォール
４３０ｂ　　サイドウォール
４３４ａ　　ソース電極
４３４ｂ　　ドレイン電極
４３８ａ　　高濃度ドーパント領域
４３８ｂ　　高濃度ドーパント領域
４３９ａ　　低濃度ドーパント領域
４３９ｂ　　低濃度ドーパント領域
４４４ａ　　ソース電極
４４４ｂ　　ドレイン電極
７０４ａ　　期間
７０４ｂ　　期間
７０４ｃ　　期間

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】



(53) JP 6174373 B2 2017.8.2

【図１１】 【図１２】
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